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入札・契約制度の改革 

 

１ 入札・契約制度の基本的な方針 

（１）基本的な考え方 

○ 公共調達の原資は区民の税金であり、区は長い歴史の中で様々な論議を経て、

公金の適正かつ効率的な活用のために、いわゆる「入札契約適正化法」と「品

質確保法」に基づき、入札と契約における透明性の確保、公正な競争の促進、

適正な施工・履行の確保、不正行為の排除を基本として、現在の入札契約制

度を確立してきた。 

○ 一方、公共調達において良質なものやサービスを確保するためには、契約の

相手方となる事業者の活性化や経営の安定、従事者の適切な労働環境を確保

していくことが欠かせない。また、平成２１年に施行された「公共サービス

基本法」では「自治体は、公共サービスの実施に従事する者の適正な労働条

件の確保、その他の労働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるも

のとする」と規定するなど、公共調達において委託先従事者などの適正な労

働環境を確保することが課題となっている。 

○ こうしたことを踏まえ、当区においては「杉並区公共調達の指針」及び「杉

並区公契約等における適正な労働環境の整備に関する要綱」を策定し、適正

な入札・契約制度の確立に向けて、様々な取組を進めているところである。 

（２） 平成２９年度と３０年度の取組方針 

○ 平成２９年度は、工事契約における技術実績評価型総合評価方式と委託契約

における簡易型総合評価方式の試行等、これまでの対策を継続するとともに、適

正な施工・履行の確保を図るための措置として、前払金限度額の引上げと算出式

の変更等を実施している。また、公共工事設計労務単価改定への速やかな対応を

図り、その効果検証のためのアンケート調査を昨年度に引き続き実施した。 

○ 平成３０年度は、これまでの入札・契約制度改革の取組をふりかえり、その

到達点と残された課題の検証を進めるとともに、平成２４年度に制定された

要綱に基づいて進めてきた、公契約における労働環境の整備に関する取組を

さらに前進させるため、「公契約条例」の制定も視野に入れた新たな対応策

の調査・検討を開始する。 

○ 今後も、引き続き競争性や透明性の一層の向上を図るとともに、適正な施工・

履行の確保に努めていく。 

資料１ 
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２ 入札・契約制度改革の概要（工事） 

（１）入札・契約締結における透明性の確保のため実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 6年 4月 入札経過調書の公表 入札終了後に閲覧方式で公表 

平成 10年 12月 予定価格の事後公表 
130 万円以上の案件で、入札終了

後、入札経過調書に記載 

平成 14年 4月 

郵送による入札 
3,000万円以上の案件は、入札書を

杉並郵便局止めで送付 

年間工事発注予定表の公表 250万円以上の発注予定案件 

ホームページの活用 

（入札経過調書、条件付一般競争入札の

発注案件公告、年間工事発注予定表等） 

入札情報や区からのお知らせを原

則としてホームページで公表 

平成 14年 9月 入札監視（外部評価委員会）の設置 
入札・契約制度を外部から監視す

る。適正化法の目的を具体化 

平成 15年 4月 年間工事発注予定表の公表範囲の拡大 130万円超える案件 

平成 16年 4月 

発注基準の事前公表 

3,000 万円以上の一般競争入札案

件は発注案件公告で、3,000万円未

満の案件は業種別の発注基準をホ

ームページで公表 

一者随意契約締結結果の公表 
随意契約した 130 万円超える案件

をホームページで公表 

平成 18年 4月 一者随意契約締結結果の理由を明示 
根拠法令のほか、随意契約の理由

を案件ごとに説明 

平成 19年 1月 

契約変更を行った案件の変更内容の公表、

一般競争入札に申し込み抽選で入札参加

できなかった者の公表 

締結後の事情により契約変更を

行った案件について、変更内容等

を公表 

平成 19年 4月 予定価格の事後公表の変更 

適正な積算を促すため、予定価格

3,000 万円以上の案件について

予定価格を事後公表 

平成 25年 4月 最低制限価格等の事後公表 

適正な積算を促すため、最低制限

価格及び低入札調査基準価格を

事後公表 

平成 30年 4月 建設共同企業体方式運用要綱の制定 

平成 23 年度から単年度時限的な

要綱により運用してきた建設共

同企業体方式について、恒久的要

綱を制定 
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（２）公正な競争の促進のため実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 14年 4月 一般競争入札の適用範囲拡大 
3,000万円以上の案件、区外業者

の入札参加枠を制度化 

平成 15年 4月 入札回数の限定 
予定価格公表の案件は 1回、その

他は３回 

平成 16年 4月 一般競争入札の適用範囲拡大 
500万円以上の案件 

公募型指名競争入札は廃止 

平成 17年 4月 一般競争入札の適用範囲拡大 

発注見込み額 500 万円以上の単

価契約案件 

これにより、予定価格 500万円以

上の案件は一般競争入札となる。 

平成 19年 4月 一般競争入札参加区外業者の拡大 

予定価格 3,000 万円以上３億円

未満の案件に参加できる区外業

者数を拡大 

平成 20年 4月 現場代理人の専任制の緩和 

区発注工事での現場代理人の常

駐義務を緩和し、区発注工事間で

の兼任を一部認める。 

平成 27年 4月 主任技術者の専任制の緩和 

杉並区発注工事であるなど一定

の条件を満たす場合、主任技術者

の専任が本来必要な工事にて兼

任を認める。 

平成 28年 6月 
現場代理人の専任制の緩和拡大 

主任技術者の専任制の緩和拡大 

建設業法改正に基づき、技術者の

専任を要する基準の引き上げと

現場代理人の兼任件数の拡大。 
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（３）適正な施工・履行の確保を図るため実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 12年 12月 

低入札価格調査制度の導入 

2,000万円以上の案件 

※「杉並区低入札価格に関する調

査規程」を制定 

最低制限価格を下回っても、業者

の技術力等調査のうえ、契約の相

手方を決定 

最低制限価格の設定 130万円超 2,000万円未満の案件 

平成 14年 10月 
履行成績不良事業者の入札参加指名停止

期間を延長 

「杉並区競争入札参加有資格者指

名停止基準」最長６月を１年間に

延長 

平成 15年 4月 

中間検査の実施・成績評定制度の導入 1,000万円以上の案件 

納品時における低公害車の使用 

工事車両について、原則として低

公害車（非ディーゼル車で国又は

７都県市指定）を使用することを

特記仕様書に付記（現在は９都県

市指定） 

平成 15年 7月 低入札価格工事に係る検査の強化 

低入札価格調査により契約の相手

方となった業者の履行状況把握の

ため、中間検査を実施 

平成 16年 4月 落札者の入札参加資格の制限 

同一業種・同一日の予定価格 3,000

万円以上の工事において、落札し

た業者は以後の案件への参加資格

を制限 

平成 20年 4月 
下請けセーフティネット債務保証事業に

係る譲渡制度の承認 

履行の確保、下請け業者への支払

い保証のため、制度を活用した債

権の譲渡を承認 

平成 21年 4月 

最低制限価格・低入札調査価格の設定金

額の範囲を拡大 

予定価格の 80％から３分の２の範

囲内を 85％から３分の２に拡大 

低入札価格調査の対象業務を拡大 
設計・測量等の業務について、低

入札価格調査の適用を可能 
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実施時期 実施項目 主な取組内容 

平成 21年 6月 

最低制限価格、低入札調査価格の算定基

準の改正と公表。 

最低制限価格、低入札調査価格の算

定基準を、①直接工事費②共通仮設

費③現場管理費④一般管理費に、一

定の率を乗じて積算する方式に改

正し、公表。 

※積算により算定された額は、予定

価格の 2/3から 85％の範囲内の額。 

最低制限価格・低入札調査の適用対象の

見直し 

低入札価格調査の対象を、予定価格

2,000 万円以上から予定価格 3,000

万円以上に改め、予定価格 3,000万

円未満はすべて最低制限価格の対

象案件に変更。 

平成 22年 4月 低入札価格調査に失格基準価格を追加 

低入札価格調査基準の範囲にて、契

約の内容に適合した履行がされな

いと認められる価格を失格基準価

格として制定 

平成 23年 4月 地域建設業の資金調達強化策の導入 

工事請負者の中間段階での資金調

達を可能とするため、「中間前払金

制度」を導入するとともに、「地域

建設業経営強化融資制度」を導入 

平成 24年 10月 工事成績優良者公表制度の創設 

請負業者の意欲を高め、より良い履

行を確保するため、技術力の高い事

業者を適正に評価し、その結果を公

表する制度を創設 

平成 27年 9月 
最低制限価格・低入札調査の適用対象

の見直し 

最低制限価格の適用対象を予定価

格3,000万円未満から5,000万円未

満に拡大 

また、低入札調査の適用対象を予

定価格 5,000万円以上に変更 

平成 28年 4月 
建設共同企業体（ＪＶ）発注する基準

の見直し 

ＪＶ発注とする基準の引き上げ 

・建築工事：3億円以上を 5億円以

上   

・その他：1億円以上を 2億円以上

また、２ＪＶの場合、区内本店業

者を 1社以上含めることに改正 

平成 29年 4月 

前払金限度額の引上げと算出式の変更 

・限度額を２億円から４億円へ増額 

・契約金額の 2億 5千万円を超過す

る額に対する算定割合を１割か

ら２割へ変更 

契約保証金の割合の見直し 
契約金額５億以上の保証割合を

30％から 10％に引下げ 

平成 30年 4月 前払金対象工事の拡大 

契約金額 300万円以上、工期 60日以

上等を契約金額 130万円以上の工事

に拡大 
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（４）不正行為の排除の徹底を図るために実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 12年 12月 

現場説明会の廃止 
入札仕様の説明会を廃止し、入

札関係書類を郵送方式に変更 

談合情報取扱基準の明確化 

「杉並区談合情報取扱規程」談

合情報の公正取引委員会への

通知を含めた規程を制定 

予定価格の事前公表 

予定価格を探る行為による贈

収賄を防ぐため、予定価格

2,000 万円以上の案件について

予定価格を事前公表 

平成 14年 4月 
談合等不正行為による契約解除違約金の

設定 

契約条項に独占禁止法違反等

による違約金及び損害賠償の

額を規定 

平成 14年 10月 指名停止基準の強化 

談合等の独占禁止法違反等、入

札参加資格関係資料の虚偽記

載があった場合の指名停止期

間を延長 

平成 15年 4月 予定価格の事前公表の拡大 
130 万円以上の全入札案件の予

定価格を事前公表 

平成 22年 4月 指名停止基準の強化に伴う要綱制定 

指名停止期間等の強化を契機

に、「杉並区競争入札参加有資

格者指名停止基準」を抜本的に

改正し新たに要綱として策定 

平成 23年 4月 暴力団等排除対策の実施 

区の契約からの排除の徹底を

図るため、「対策要綱の制定」、

「警視庁との合意書の締結」等

により、暴力団等排除の取組を

全庁的に推進 

平成 27年 9月 予定価格の事前公表の拡大 

予定価格5,000万円未満の案件

について、予定価格事前公表に

対象拡大 
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（５）新たな入札・契約制度に向けての改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 13年 12月 
一般競争入札（総合評価方式）

の導入 

3,000万円以上の案件 

契約の目的や性質から価格競争に

よる入札方式により難い場合、予定

価格の制限の範囲内で、価格その他

の条件を総合的に評価し、区に最も

有利な者を落札者とする方式 

平成 16年 4月 相互参入方式の導入（試行） 

区外事業者の参入と区内事業者の他自

治体への参入を目指すため、導入（試

行） 

① 杉並区の条件付一般競争入札に

参加しようとする区外事業者の本店

所在地がある自治体で、主要６業種

（道路舗装、建築、電気、給排水・衛

生、空調、造園）について条件付一般

競争入札を採用していて、② 区に本

店を有する事業者が上記①の入札に

参加できる場合は、③ 杉並区が実施

する条件付一般競争入札で、区市外事

業者に設定する入札参加を満たす事

業者等は、全社入札に参加可能 

平成 16年 12月 

東京電子自治体共同運営電子調

達サービスによる入札参加資格（業

者登録）申請の開始 

入札参加業者の負担軽減と経費の縮

減を図るため、各市区町村で登録して

いた申請を一元化し、インターネットを

通じ、入札参加資格（業者登録）の申

請を開始 

これにより、１回の申請で入札参加を希

望する自治体等を複数選択できるよう

になるとともに、随時登録により、いつで

も業者登録が可能 

平成 17年 4月 
小規模工事等受注希望事業者登

録制度の創設 

区内中小事業者への受注機会の拡大

と区内経済の活性化に寄与する観点か

ら、各部課で発注する税込み予定価格

が 130 万円以下の小規模な建設工事

及び施設の修繕で、その内容が軽易か

つ履行の確保が容易なものについて、

受注を希望する区内中小建設業者を

公募し、登録する制度を開始 
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実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 17年 10月 
東京電子自治体共同運営電子調

達サービスによる電子入札の開始 

入札執行の時期や量等を勘案し、これ

まで郵送による入札を実施していた下

記案件から実施 

（工事） 予定価格 3,000万円以上 

（委託） 予定価格 3,000万円以上 

（物品） 予定価格 1,000万円以上 

平成 19年 4月 電子入札の拡大 

（工事）予定価格 2,000万円以上 

（委託・賃貸借・物品） 

    入札及び見積競争の全案件 

平成 19年 12月 電子入札完全実施 
工事案件についても、原則全案件を電

子入札で実施 

平成 20年 4月 
標準契約書、標準契約条項、請書

の改正 

新財務システムの稼動に伴い、契約書

式の改正を実施 

平成 21年 4月 
履行遅延による違約金利率を 5％

に固定 

遅延防止法の利率に変えて、民法、国

等の債権管理の利率を適用 

平成 22年 1月 
施工能力等審査型総合評価制度

を導入 

入札価格が予定価格の範囲内であるも

ののうち、価格点と施工能力評価点の

合計である評価値の最も高い者を落札

者とする施工能力等審査型総合評価

制度を予定価格 3 千万円超の案件に

て試行開始 

配点は、価格点=90×（1-入札価格÷

予定価格）、施工能力評価点=23点 

※平成２４年度から本格実施 

平成 24年 6月 
技術実績評価型総合評価制度を

導入（試行） 

施工能力等審査型より規模の大きな工

事を対象とする方式で、価格点と技術

点を同じ点数配分とし、工事全般に係

る一般的な技術力や社会的信頼性等

へのウェイトを高くした技術実績評価型

総合評価制度を試行導入 
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３ 入札・契約制度改革の概要（委託・賃貸借） 

（１）入札・契約締結における透明性の確保のため実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 10年 12月 予定価格の事後公表 

50万円以上の案件で、入札を実

施する工事案件に関連する地盤

測量・設計委託のみ公表 

平成 14年 4月 

郵送による入札 
3,000 万円以上の案件は、入札

書を杉並郵便局止めで送付 

ホームページの利用 

（入札経過調書、条件付一般競争入札の

発注案件公告等） 

入札情報や区からのお知らせを

原則としてホームページで公表 

平成 14年 10月 予定価格の事前公表 

3,000万円以上 

清掃管理委託、工事設計等の区

の積算価格によるもの 

平成 16年 4月 

予定価格の事前公表範囲の拡大 
1,000 万円以上の清掃管理委託

で、区の積算価格によるもの 

一者随意契約締結結果の公表 
随意契約した 50 万円以上の案

件をホームページで公表 

平成 18年 4月 
一者随意契約締結結果における随契理由

の具体的明示。 

根拠法令のほか、随意契約の理

由を案件ごとに説明 

平成 19年 4月 
一般競争入札の拡大 

（19年度 10件） 

予定価格 2,000 万円以上の案

件を一般競争入札で実施 

平成 20年 4月 年間発注予定の公表 

予定価格 2,000 万円以上の委

託・賃貸借、予定価格 1,000万

円以上の物品案件について年

間発注予定を公表 

平成 21年 4月 プロポーザル実施取扱要綱を策定 
プロポーザルによる契約の相

手方決定の指針を要綱制定 
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（２）適正な施工・履行の確保を図るため実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 14年 10月 最低制限価格の設定 3,000万円以上 

平成 17年 4月 落札者の入札参加資格の制限 

同一業種・同一日の予定価格

3,000 万円以上の委託案件にお

いて、落札した業者は、以後の

案件への参加資格を制限 

平成 18年 1月 
長期継続契約を締結できる契約を定める

条例の制定 

委託業務、賃貸借契約について、

その性質上、長期契約を締結す

ることが適切な案件について、

条例を定めて契約締結。履行の

確保のため、委託業務に関する

個別業務評価を義務付け 

平成 19年 4月 最低制限価格の適用範囲を拡大 

過度な競争による履行の低下等

を防ぐため、最低制限価格を予

定価格 2,000万円以上の案件、

派遣業務に拡大 

平成 20年 4月 履行評価の実施 

長期継続契約等の実施と、良好

な履行による区民サービスの向

上を図るため、検査のほか履行

評価を実施 

平成 21年 4月 

低入札価格調査を委託案件に適用できる

ように対象業務拡大 

法令に適合した契約及び契約業

務の良好な履行のため、請負業

務等の人件費比率の高い業務

に、低入札価格調査を導入 

履行遅延による違約金利率を 5％に固定 

遅延防止法の利率に変えて、民

法、国等の債権管理の利率を適

用 
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実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 22年 4月 

最低制限価格の適用範囲を拡大 

一部の過度な競争による履行

の低下等を防ぐため、必要と認

める場合は予定価格 500 万円

以上の委託案件について適用

拡大 

労働関係法令遵守の確認制度の導入 

適切な履行を確保するため、役

務提供を主とした業務につい

て、事業者に対して労働関係法

令遵守の確認を実施 

平成 23年 4月 労働関係法令遵守の確認制度の充実 

確認書の提出にあたって、新た

に「雇用従事者の最低賃金額」

を具体的に明記させるととも

に、受託業者と区との直接面談

による確認を「原則として年２

回以上」に改正 

平成 24年 6月 
社会保険労務士による委託先事業者の労

働環境の調査確認を実施 

適正な労働環境整備の一環と

して、外部の専門知識を有する

社会保険労務士に委託し、書類

確認、現地調査、従事者ヒアリ

ングなどを実施 

 

（３）不正行為の排除の徹底を図るために実施した改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 12年 12月 

現場説明会の廃止 

入札室で実施していた入札仕

様の説明会を廃止し、入札関係

書類を郵送方式に変更 

談合情報取扱基準の明確化 

「杉並区談合情報取扱規程」談

合情報の公正取引委員会への

通知を含めた規程を制定 

平成 21年 4月 区内支店業者の実態調査の強化 

一般競争の拡大に伴い、区内に

代理人を置き、支店等を設置す

る業者が増加。実態がない場合

もあり、提出書類による厳格な

審査と訪問調査を実施 
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実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 22年 4月 指名停止基準の強化に伴う要綱制定 

指名停止期間等の強化を契機

に、「杉並区競争入札参加有資

格者指名停止基準」を抜本的に

改正し新たに要綱として策定 

平成 23年 4月 暴力団等排除対策の実施 

区の契約からの排除の徹底を

図るため、「対策要綱の制定」、

「警視庁との合意書の締結」等

により、暴力団等排除の取組を

全庁的に推進 

 

（４）新たな入札・契約制度に向けての改革 
 

実施時期 実 施 項 目 主な取組内容 

平成 26年 3月 
簡易型総合評価方式（随意契約）の 

試行 

契約の目的や性質から価格

競争による入札方式により

難い場合、価格その他の条件

を総合的に評価し、区に最も

有利な者を選定する方式を

試行 
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杉
並
区
で
実
施
し
て
い
る
工
事
の
契
約
方
式
（
平
成
２
９
年
度
）
 

地
方
自
治
法
に

よ
る
入
札
形
態
 

杉
並

区
方

式
 

形
 
態
 

予
定
価
格
 

内
 
 
容
 

参
加
資
格
条
件
等
 

一
般
競
争
入
札
 

一
般

競
争

入
札

 
50
0
万
円
以
上
 

事
前
に
条
件
を
付
し
た
工
事
の

公
告
を
行
い
、
条
件
を
満
た
す
入

札
参
加
申
込
者
に
よ
り
競
争
入

札
を
実
施
す
る
方
式
 

東
京
電
子
自
治
体
共
同
運
営
杉
並
区
登
録
業
者
、
共
同
運
営

格
付
、
IS
O
認
証
取
得
（
区
外
業
者
）、

経
営
事
項
審
査
標
準

点
、
監
理
技
術
者
の
工
事
現
場
へ
の
設
置
等
の
条
件
を
設
定
 

区
内
業
者
は
条
件
を
満
た
せ
ば
全
て
入
札
に
参
加
、
区
外
業

者
は
、
区
内
参
加
業
者
数
の
３
割
（
最
低

3
者
）（

１
億
５

千
万
円
以
上
は
５
割
（
最
低
３
者
）、

３
億
円
以
上
は
無
制

限
）
が
参
加
で
き
る
。
 

一
般

競
争

入
札

 

（
総
合
評
価
方
式
）
 

５
千
万
円
以
上
 

契
約
の
目
的
や
性
質
か
ら
価
格
競

争
に
よ
り
難
い
場
合
、
価
格
そ
の

他
の
条
件
を
総
合
的
に
評
価
し
て

落
札
者
を
決
定
す
る
方
式
 

実
績
 

平
成

14
年
度
 
杉
並
公
会
堂
の
改
築
（
工
事
と
維
持
管
理

運
営
）
に
あ
た
り
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
を
採
用
し
、
契
約
の
相
手
方

を
決
定
。
 

平
成

18
年
度
 
杉
並
芸
術
会
館
舞
台
機
構
・
照
明
設
備
・

音
響
設
備
の
３
工
事
に
適
用
。
 

落
札
業
者
は
、
学
識
経
験
者
を
加
え
た
「
審
査
委
員
会
」
で

決
定
。
 

平
成

21
年
度
 
施
工
能
力
等
審
査
型
を
試
行
開
始
、
平
成

24
年
度
よ
り
本
格
実
施
。
 

平
成

24
年
度
技
術
実
績
評
価
型
を
試
行
開
始
 

指
名
競
争
入
札
 

指
名

競
争

入
札

 
13
0
万
円
を
超
え
 

50
0
万
円
未
満
 

入
札
参
加
者
を
指
名
し
た
う
え
で

競
争
入
札
を
行
う
方
式
 

杉
並
区
登
録
業
者
の
中
か
ら
、
杉
並
区
で
の
工
事
実
績
、
経

営
事
項
審
査
総
合
評
点
、
東
京
電
子
自
治
体
共
同
運
営
格
付
、

地
域
要
件
等
を
考
慮
し
て
入
札
参
加
業
者
を
指
名
す
る
。
 

随
意

契
約

 
随

意
契

約
 

13
0
万
円
以
下
 

見
積
競
争
等
に
よ
り
業
者
を
決

定
 

一
般
競
争
入
札
、
指
名
競
争
入
札
に
該
当
し
な
い
範
囲
で
実

施
。
見
積
書
を
業
者
か
ら
提
出
さ
せ
る
。
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杉
並
区
で
実
施
し
て
い
る
委
託
・
物
品
の
契
約
方
式
（
平
成
２
９
年
度
）

 

地
方
自
治
法
に

 

よ
る
入
札
形
態

 

杉
並

区
方

式
 

形
 
態

 
予
定
価
格

 
内
 
 
容

 
参
加
資
格
条
件
等

 

一
般
競
争
入
札

 

一
般
競
争
入
札

 

委
託
・
賃
貸
借

 

２
千
万
円
以
上

 

物
品

 

１
千
万
円
以
上

 

事
前
に
条
件
を
付
し
た
委
託
の
公

告
を
行
い
、
条
件
を
満
た
す
入
札

参
加
申
込
者
に
よ
り
競
争
入
札
を

実
施
す
る
方
式

 

杉
並
区
登
録
業
者
、
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O
認
証
取
得
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京
電
子
自
治
体
共

同
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営
格
付
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績
等
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一
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競
争
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札

 

（
総
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価
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式
）

 
３
千
万
円
以
上

 

契
約
の
目
的
や
性
質
か
ら
価
格

競
争
に
よ
り
難
い
場
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、
価
格
そ

の
他
の
条
件
を
総
合
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に
評
価
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て
落
札
者
を
決
定
す
る
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式

 

杉
並
公
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築
（
工
事
と
維
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運
営
）
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Ｆ
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事
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を
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用
し
、
契
約
の
相
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方
を
決
定
し
た
実
績

が
あ
る
。
落
札
業
者
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学
識
経
験
者
を
加
え
た
「
審
査
委

員
会
」
で
決
定
。

 

指
名
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争
入
札

 
指
名
競
争
入
札

 

委
託
 

5
0
万
円
を
超
え

 

 
 
 
２
千
万
円
未
満

 

物
品
 

8
0
万
円
を
超
え

 

 
 
 
１
千
万
円
未
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賃
貸
借

4
0
万
円
を
超
え

 

 
 
 
２
千
万
円
未
満

 

入
札
参
加
者
を
指
名
し
た
う
え
で

競
争
入
札
を
行
う
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式

 

杉
並
区
登
録
業
者
の
中
か
ら
、
杉
並
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で
の
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約
実
績
、
東

京
電
子
自
治
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同
運
営
格
付
、
履
行
能
力
等
を
考
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て

入
札
参
加
業
者
を
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名
す
る
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意

契
約

 
随
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委
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5
0
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以
下
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品
 

8
0
万
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以
下

 

賃
貸
借
 

4
0
万
円
以
下

 

見
積
競
争
等
に
よ
り
業
者
を
決
定

 

一
般
競
争
入
札
、
指
名
競
争
入
札
に
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当
し
な
い
範
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で
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。
見
積
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せ
る
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委
託
契
約
に
お
け
る
簡
易
型
総
合
評
価
の
試
行
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平
成
２
９
年
度

 
入

 
札

 
結

 
果

 
一

 
覧
 

平
成

3
0
年

1
0
月

2
2
日
現
在

 

入
札
方
式

 

 項
 
 
目

 

一
般
競
争
入
札

 
指
名
競
争
入
札

 
合

 
計

 

件
 

 
 
数

 

2
9
年
度

 
２
８
９
件

 
（２
９
．
５
８
％
） 

６
８
８
件

 
（７
０
．
４
２
％
） 

 
 
９
７
７
件

 
（１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
３
１
７
件

 
（３
０
．
５
４
％
） 

７
２
１
件

 
（６
９
．
４
６
％
） 

１
，
０
３
８
件

 
（１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
２
８
４
件

 
（２
８
．
５
７
％
） 

７
１
０
件

 
（７
１
．
４
３
％
） 

 
 

 
 

 
 

 ９
９
４
件

 
（１
０
０
％
） 

予
定
価
格

 

（
税
込
）

 

2
9
年
度

 
１
２
，
９
０
９
，
９
９
２
，
４
０
０
円

 
（７
９
．
７
６
％
） 

３
，
２
７
５
，
２
１
４
，
３
７
７
円
（２
０
．
２
４
％
） 

１
６
，
１
８
５
，
２
０
６
，
７
７
７
円

 
（１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
２
０
，
２
５
３
，
４
３
６
，
０
５
２
円

 
（８
５
．
８
９
％
） 

３
，
３
２
６
，
８
０
２
，
４
３
５
円
（１
４
．
１
１
％
） 

２
３
，
５
８
０
，
２
３
８
，
４
８
７
円

 
（１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
８
，
２
４
０
，
５
３
５
，
９
６
５
円

 
（６
６
．
４
１
％
） 

４
，
１
６
７
，
４
６
６
，
３
３
２
円
（３
３
．
５
９
％
） 

１
２
，
４
０
８
，
０
０
２
，
２
９
７
円

 
（１
０
０
％
） 

契
約
金
額

 

（
税
込
）

 

2
9
年
度

 
１
２
，
１
５
０
，
３
９
８
，
５
３
２
円

 
（８
０
．
０
０
％
） 

３
，
０
３
７
，
６
２
８
，
９
１
８
円
（２
０
．
０
０
％
） 

１
５
，
１
８
８
，
０
２
７
，
４
５
０
円

 
（１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
１
９
，
３
３
０
，
４
４
８
，
６
８
２
円

 
（８
６
．
４
３
％
） 

３
，
０
３
４
，
０
９
７
，
６
１
９
円
（１
３
．
５
７
％
） 

２
２
，
３
６
４
，
５
４
６
，
３
０
１
円

 
（１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
７
，
６
６
７
，
４
１
６
，
３
７
２
円

 
（６
６
．
８
０
％
） 

３
，
８
１
１
，
４
９
７
，
１
４
２
円
（３
３
．
２
０
％
） 

１
１
，
４
７
８
，
９
１
３
，
５
１
４
円

 
（１
０
０
％
） 

平
均
落
札
率

 

（
過
去
４
年
度
）

 

2
9
年
度

 
９
２
．
５
４
％

 
９
２
．
２
８
％

 
９
２
．
３
６
％

 

2
8
年
度

 
９
２
．
３
７
％

 
９
２
．
６
７
％

 
９
２
．
５
８
％

 

2
7
年
度

 
９
２
．
５
６
％

 
９
２
．
１
１
％

 
９
２
．
２
４
％

 

2
6
年
度

 
９
２
．
５
２
％

 
９
１
．
９
１
％

 
９
２
．
０
８
％
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平
成
２
９
年
度
工
事
入
札
結
果
一
覧

 

平
成

3
0
年

1
0
月

2
2
日
現
在

 

入
札
方
式

 

 項
 
 
目

 

一
般
競
争
入
札

 
指
名
競
争
入
札

 
合

 
計

 

件
 

 
 
数

 

2
9
年
度

 
２
２
９
件

 
（７
０
．
０
３
％
） 

９
８
件

 
（２
９
．
９
７
％
） 

３
２
７
件

 
（
１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
２
６
４
件

 
（７
０
．
７
８
％
） 

１
０
９
件

 
（２
９
．
２
２
％
） 

３
７
３
件

 
（
１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
２
２
９
件

 
（６
９
．
６
０
％
） 

１
０
０
件

 
（３
０
．
４
０
％
） 

３
２
９
件

 
（
１
０
０
％
） 

予
定
価
格
（
税
込
） 

2
9
年
度

 
１
１
，
１
２
７
，
９
３
０
，
８
９
５
円

 
（９
７
．
５
３
％
） 

２
８
１
，
４
５
５
，
１
９
４
円

 
（２
．
４
７
％
） 

１
１
，
４
０
９
，
３
８
６
，
０
８
９
円

 
（１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
１
８
，
９
３
９
，
９
２
８
，
８
７
２
円

 
（９
７
．
７
７
％
） 

４
３
２
，
６
７
８
，
８
１
１
円

 
（２
．
２
３
％
） 

１
９
，
３

7
2，
６
０
７
，
６
８
３
円

 
（
１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
７
，
０
０
１
，
７
８
７
，
３
２
５
円

 
（９
２
．
４
０
％
） 

５
７
５
，
６
１
５
，
０
０
４
円

 
（７
．
６
０
％
） 

７
，
５
７
７
，
４
０
２
，
３
２
９
円

 
（
１
０
０
％
） 

契
約
金
額
（
税
込
） 

2
9
年
度

 
１
０
，
４
６
１
，
５
１
３
，
４
４
８
円

 （
９
７
．
５
１
％
） 

２
６
７
，
４
６
１
，
０
５
９
円

 
（２
．
４
９
％
） 

１
０
，
７
２
８
，
９
７
４
，
５
０
７
円

 
（１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
１
８
，
１
９
３
，
２
０
８
，
２
３
１
円

 （
９
７
．
９
１
％
） 

３
８
７
，
９
３
６
，
９
７
２
円

 
（２
．
０
９
％
） 

１
８
，
５
８
１
，
１
４
５
，
２
０
３
円

 
（１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
６
，
５
１
９
，
１
４
７
，
３
９
０
円

 （
９
２
．
１
０
％
） 

５
５
９
，
５
２
０
，
６
７
６
円

 
（７
．
９
０
％
） 

７
，
０
７
８
，
６
６
８
，
０
６
６
円

 
（
１
０
０
％
） 

平
均
落
札
率

 

（
過
去
４
年
度
）

 

2
9
年
度

 
９
２
．
５
８
％

 
９
４
．
９
５
％

 
９
３
．
３
０
％

 

2
8
年
度

 
９
２
．
９
９
％

 
９
５
．
５
９
％

 
９
３
．
７
５
％

 

2
7
年
度

 
９
３
．
０
９
％

 
９
６
．
４
８
％

 
９
４
．
１
２
％

 

2
6
年
度

 
９
３
．
５
１
％

 
９
４
．
９
８
％

 
９
４
．
０
０
％
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平
成
２
９
年
度
委
託
・
賃
貸
借
入
札
結
果
一
覧

 

平
成

3
0
年

1
0
月

2
2
日
現
在

 

入
札
方
式

 

 項
 
 
目

 

一
般
競
争
入
札

 
指
名
競
争
入
札

 
合

 
計

 

件
 
 
数

 

2
9
年
度

 
４
５
件
（ 
９
．
５
７
％
） 

４
２
５
件

 
（９
０
．
４
３
％
） 

４
７
０
件

 
（
１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
３
７
件
（ 
７
．
６
９
％
） 

４
４
４
件

 
（９
２
．
３
１
％
） 

４
８
１
件

 
（
１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
４
０
件
（ 
７
．
９
８
％
） 

４
６
１
件

 
（９
２
．
０
２
％
） 

５
０
１
件

 
（
１
０
０
％
） 

予
定
価
格
（
税
込
）
 

2
9
年
度

 
１
，
１
９
７
，
３
８
６
，
９
５
７
円

 
（３
２
．
０
３
％
） 

２
，
５
４
０
，
４
８
０
，
０
５
３
円

 
（６
７
．
９
７
％
） 

３
，
７
３
７
，
８
６
７
，
０
１
０
円

 
（
１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
１
，
０
２
６
，
１
７
４
，
９
１
３
円

 
（２
９
．
７
４
％
） 

２
，
４
２
４
，
２
０
９
，
６
０
６
円

 
（
７
０
．
２
６
％
） 

３
，
４
５
０
，
３
８
４
，
５
１
９
円

 
（
１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
９
６
５
，
０
７
４
，
８
５
３
円

 
（２
７
．
０
６
％
） 

２
，
６
０
１
，
１
０
３
，
０
７
３
円

 
（
７
２
．
９
４
％
） 

３
，
５
６
６
，
１
７
７
，
９
２
６
円

 
（
１
０
０
％
） 

契
約
金
額
（
税
込
）
 

2
9
年
度

 
１
，
１
２
２
，
１
１
１
，
９
２
１
円

 
（３
２
．
３
８
％
） 

２
，
３
４
３
，
７
４
２
，
２
７
３
円

 
（
６
７
．
６
２
％
） 

３
，
４
６
５
，
８
５
４
，
１
９
４
円

 
（
１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
８
７
５
，
４
３
７
，
３
９
４
円

 
（２
８
．
４
９
％
） 

２
，
１
９
７
，
６
６
６
，
１
６
２
円

 
（７
１
．
５
１
％
） 

３
，
０
７
３
，
１
０
３
，
５
５
６
円

 
（
１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
９
０
５
，
６
９
５
，
７
４
４
円

 
（２
７
．
７
３
％
） 

２
，
３
６
０
，
０
４
１
，
４
６
９
円

 
（７
２
．
２
７
％
） 

３
，
２
６
５
，
７
３
７
，
２
１
３
円

 
（
１
０
０
％
） 

平
均
落
札
率

 

（
過
去
４
年
度
）

 

2
9
年
度

 
９
１
．
５
１
％

 
９
１
．
２
０
％

 
９
１
．
２
３
％

 

2
8
年
度

 
８
７
．
７
４
％

 
９
１
．
３
０
％

 
９
１
．
０
３
％

 

2
7
年
度

 
９
０
．
０
５
％

 
９
０
．
７
４
％

 
９
０
．
６
９
％

 

2
6
年
度

 
８
５
．
９
９
％

 
９
０
．
３
２
％

 
９
０
．
０
２
％
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平
成
２
９
年
度
物
品
入
札
結
果
一
覧

 

平
成

3
0
年

1
0
月

2
2
日
現
在

 

入
札
方
式

 

 項
 
 
目

 

一
般
競
争
入
札

 
指
名
競
争
入
札

 
合
 
計

 

件
 
 
数

 

2
9
年
度

 
１
５
件

 
（ 
８
．
３
３
％
） 

１
６
５
件

 
（９
１
．
６
７
％

) 
１
８
０
件

 
（
１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
１
６
件

 
（ 
８
．
７
０
％
） 

１
６
８
件

 
（９
１
．
３
０
％

) 
１
８
４
件

 
（
１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
１
５
件

 
（ 
９
．
１
５
％
） 

１
４
９
件

 
（９
０
．
８
５
％

) 
１
６
４
件

 
（
１
０
０
％
） 

予
定
価
格
（
税
込
）
 

2
9
年
度

 
５
８
４
，
６
７
４
，
５
４
８
円

 
（５
６
．
３
３
％
） 

４
５
３
，
２
７
９
，
１
３
０
円

 
（４
３
．
６
７
％
） 

１
，
０
３
７
，
９
５
３
，
６
７
８
円

 
（
１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
２
８
７
，
３
３
２
，
２
６
７
円

 
（３
７
．
９
４
％
） 

４
６
９
，
９
１
４
，
０
１
８
円

 
（６
２
．
０
６
％
） 

７
５
７
，
２
４
６
，
２
８
５
円

 
（１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
２
７
３
，
６
７
３
，
７
８
７
円

 
（２
１
．
６
４
％
） 

９
９
０
，
７
４
８
，
２
５
５
円

 
（７
８
．
３
６
％
） 

１
，
２
６
４
，
４
２
２
，
０
４
２
円

 
（
１
０
０
％
） 

契
約
金
額
（
税
込
）
 

2
9
年
度

 
５
６
６
，
７
７
３
，
１
６
３
円

 
（５
７
．
０
７
％
） 

４
２
６
，
４
２
５
，
５
８
６
円

 
（４
２
．
９
３
％
） 

９
９
３
，
１
９
８
，
７
４
９
円

 
（１
０
０
％
） 

2
8
年
度

 
２
６
１
，
８
０
３
，
０
５
７
円

 
（３
６
．
８
６
％
） 

４
４
８
，
４
９
４
，
４
８
５
円

 
（６
３
．
１
４
％
） 

７
１
０
，
２
９
７
，
５
４
２
円

 
（１
０
０
％
） 

2
7
年
度

 
2４
２
，
５
７
３
，
２
３
８
円

 
（２
１
．
３
８
％
） 

８
９
１
，
９
３
４
，
９
９
７
円

 
（７
８
．
６
２
％
） 

１
，
１
３
４
，
５
０
８
，
２
３
５
円

 
（
１
０
０
％
） 

平
均
落
札
率

 

（
過
去
４
年
度
）

 

2
9
年
度

 
９
４
．
９
５
％

 
９
３
．
４
７
％

 
９
３
．
６
０
％

 

2
8
年
度

 
９
２
．
９
９
％

 
９
４
．
４
２
％

 
９
４
．
３
０
％

 

2
7
年
度

 
９
１
．
１
２
％

 
９
３
．
４
１
％

 
９
３
．
２
１
％

 

2
6
年
度

 
９
２
．
６
３
％

 
９
４
．
１
０
％

 
９
３
．
９
３
％
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資料２

年度別入札・契約制度の変遷（工事）

入札方式
年度 130万円 500万円 １千万円 ２千万円 ３千万円 ５千万円 １億５千万円 ５億円
13 一般・希望型 一般競争
14 公募型指名
15 公募型指名

予定価格「事前」公表

年度 130万円 500万円 １千万円 ２千万円 ３千万円 ５千万円 １億５千万円 ５億円
13 　　　　　　※　単価契約は対象外（12年12月から試行）
14 　　　　　　※　単価契約は対象外

予定価格「事後」公表

年度 130万円 500万円 １千万円 ２千万円 ３千万円 ５千万円 １億５千万円 ５億円
13 　　　　　　※　単価契約は対象外（12年12月から試行）
14 　　　　　　※　単価契約は対象外

最低制限価格制度及び低入札価格対象工事

年度 130万円 500万円 １千万円 ２千万円 ３千万円 ５千万円 １億５千万円 ５億円
13 　　　　　　　　低入札価格調査対象（12年12月から試行）

21～24

15～18

15～18

14～20

最低制限価格 　　　　　　　　低入札価格調査対象

事前公表 事後公表

　　　　　　　　低入札価格調査対象

最低制限価格

19～
27.8月

事後公表
27.9月
以降

19～
27.8月

対象外（事後公表）全工事案件

27.9月
以降

相互参入方式（主要６業種）【板橋区と協定実施】
一般競争

最低制限価格

指名競争
一般競争

施工能力等審査型総合評価方式
技術実績評価型総合評価方式の試行（1億～1.5億円）

施工能力等審査型総合評価方式
技術実績評価型総合評価方式の試行（1
億～1.5億円）

一般競争

全工事案件

対象外（事後公表）全工事案件

事前公表

指名希望制指名競争
一般競争
一般競争

相互参入方式（主要６業種）

指名競争
指名競争
指名競争

17・18

指名競争16
一般競争（単価契約は除く）

一般競争
指名競争

相互参入方式（主要６業種）

19・20 指名競争

27.9月
以降

指名競争

21～23 指名競争
一般競争

施工能力等審査型総合評価方式の試行(22年1月）

24～
27.8月

27.9月
以降

最低制限価格（最低制限価格事後公表） 低入札価格調査対象（調査基準価格事後公表）

事前公表に伴い予定価格の事後公表制度は廃止

25～
27.8月

最低制限価格（最低制限価格事後公表） 低入札価格調査対象（調査基準価格事後公表）
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年度別入札・契約制度の変遷（委託）

入札方式

年度 ５０万円 １千万円 2千万円

13 随意契約

14 随意契約

15 随意契約

16 随意契約

17 随意契約

18 随意契約

19以降 随意契約

予定価格「事前」公表

年度 ５０万円 １千万円 2千万円

13

14

15

16以降

予定価格「事後」公表

年度 ５０万円 １千万円 2千万円

13 公表せず

14 公表せず

15 公表せず

16以降 公表せず

最低制限価格/低入札調査価格　両制度の実施

年度 ５０万円 １千万円 2千万円

13

14

15

16～18

最低 制限価格適用

建物清掃業務
のみ実施

最低 制限価格・低入札調査価格適用

建物清掃業務
のみ実施

制限価格・低入札調査価格適用

建物清掃業務
のみ実施

一般競争

未実施
最低制限価格を区の積算価格
によるものに限り実施

３千万円

入札を実施する工事に関連する地盤測量・設計委託のみ公表

入札を実施する工事に関連する地盤測量・設計委託のみ公表

５００万円

未実施

未実施
最低制限価格を区の積算価格
によるものに限り実施（１０月1日
より実施）

未実施
最低制限価格を区の積算価格
によるものに限り実施

入札を実施する工事に関連する地盤測量・設計委託のみ公表

３千万円

入札を実施する工事に関連する地盤測量・設計委託のみ公表

５００万円

３千万円

指名競争

指名競争 一般競争

５００万円

指名競争 一般競争

５００万円

公表せず
区の積算価格によるものに
限り公表

指名競争 一般競争

３千万円

公表せず

公表せず
区の積算価格によるものに
限り公表 （１０月1日より実施）

指名競争 一般競争

指名競争 一般競争

指名競争

公表せず
建物清掃業務

のみ公表
区の積算価格によるものに
限り公表

区の積算価格によるもの及び
人的要素が高いものに限り実施

22以降
設計業務のみ実施

最低

未実施

21

未実施19～20

未実施

区の積算価格によるもの及び
人的要素が高いものに限り実施

区の積算価格によるもの及び
人的要素が高いものに限り実施
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年度別入札・契約制度の変遷（物品）

入札方式

年度 ８０万円

13 随意契約

14 随意契約

15 随意契約

16 随意契約

17 随意契約

18 随意契約

19以降 随意契約 指名競争 一般競争

指名競争 一般競争

指名競争 一般競争

指名競争 一般競争

５００万円 １千万円

指名競争 一般競争

指名競争

指名競争

一般競争
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工事・委託及び物品契約における落札率の推移 平成30年10月22日現在

１．工事

落札率 件数

14 -- -- 96.58% 260件 95.00% 22件 93.17% 34件 96.10% 316件

15 -- -- 95.40% 254件 93.20% 23件 89.00% 40件 94.43% 317件

16 96.44% 185件 94.75% 339件

17 95.55% 113件 95.05% 326件

18 93.45% 120件 94.08% 379件

19 99.73% 96件 91.19% 331件

20 95.11% 102件 93.27% 361件

21 93.96% 137件 90.08% 400件

22 94.40% 129件 90.67% 378件

23 94.45% 121件 92.96% 323件

24 94.43% 115件 93.74% 285件

25 93.68% 101件 93.14% 303件

26 94.98% 106件 94.00% 316件

27 96.48% 100件 94.12% 329件

28 95.59% 109件 93.75% 373件

29 94.95% 98件 93.30% 327件

170件

92.88% 202件

93.51% 210件

93.09% 229件

213件

94.38% 259件

年度
合計

92.72% 154件

指名競争入札

235件

259件

～２０００万・単契
(指名競争入札）

３０００万未満
（公募型指名競争

入札）

３０００万以上
（一般競争入札）

～500万・単契(指名競争）
※ 17年度より単契を除く。

５００万以上（一般競争入札）
※　17年度より単契を含む。

94.55%

88.06% 263件

229件

89.40%

92.55%

92.58%

88.73% 249件

92.99% 264件

92.07% 202件

93.27%

70%
72%
74%
76%
78%
80%
82%
84%
86%
88%
90%
92%
94%
96%
98%

100%

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

平
均
落
札
率

年度

工事契約落札率推移 ～２０００万・単

契

(指名競争入札）

３０００万未満

（公募型指名競

争入札）

３０００万以上

（一般競争入札）

～500万・単契

(指名競争）

５００万以上（一

般競争入札）

合計
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２．委託

落札率 件数

14 85.74% 253件 92.37% 12件 3件 85.98% 268件

15 84.55% 289件 16件 84.19% 305件

16 87.54% 371件 20件 87.11% 391件

17 89.16% 372件 19件 88.37% 391件

18 85.80% 373件 27件 85.08% 400件

２０００万円未満

19 88.52% 406件 28件 86.05% 434件

20 88.57% 400件 41件 88.12% 441件

21 87.13% 370件 42件 86.44% 412件

22 87.68% 359件 31件 87.57% 390件

23 86.67% 381件 40件 86.89% 421件

24 88.32% 386件 40件 88.47% 426件

25 89.91% 386件 39件 89.48% 425件

26 90.32% 432件 32件 90.02% 464件

27 90.74% 461件 40件 90.69% 501件

28 91.30% 444件 37件 91.03% 481件

29 91.20% 425件 45件 91.23% 470件

（指名競争入札）

85.99%

86.26%

75.58%

89.89%

85.17%

80.37%

90.05%

87.74%

３０００万円以上

一般競争入札

81.04%

77.70%

79.21%

72.99%

81.15%

２０００万円以上

83.76%

年度
３０００万円未満

指名競争入札

合計

89.05%

91.51%

70%
72%

74%
76%
78%
80%
82%
84%
86%

88%
90%
92%
94%
96%
98%

100%

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

平
均
落
札
率

年度

委託

３０００万円

未満（指名

競争入札）

３０００万円

以上（指名

競争入札）

一般競争入

札

合計
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３．物品

落札率 件数

14 90.82% 173件 7件 91.88% 180件

15 89.74% 168件 9件 87.88% 177件

16 89.38% 162件 7件 90.27% 169件

17 91.12% 159件 12件 91.11% 171件

18 89.08% 171件 6件 89.26% 177件

19 87.35% 217件 18件 87.90% 235件

20 88.05% 178件 21件 88.51% 199件

21 89.38% 168件 16件 89.52% 184件

22 90.37% 138件 14件 90.55% 152件

23 92.05% 158件 22件 92.20% 180件

24 92.25% 164件 17件 92.21% 181件

25 91.79% 164件 15件 92.18% 179件

26 94.10% 164件 21件 93.93% 185件

27 93.41% 149件 15件 93.21% 164件

28 94.42% 168件 16件 94.33% 184件

29 93.47% 165件 15件 93.60% 180件

92.34%

93.28%

96.51%

91.73%

年度
１０００万円未満

（一般競争入札）

１０００万円以上

92.63%

92.99%

91.12%

92.58%

94.60%

91.04%

94.95%

91.08%

94.49%

86.02%

91.16%

92.94%

合計

（指名競争入札）

70%

72%

74%

76%

78%

80%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

平
均
落
札
率

年度

物品

1000万

円未満

（指名競

争入札）

１０００万

円以上

（一般競

争入札）

合計
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4　入札合計

年度

15 74.26% 711件 87.85% 90件 75.79% 801件

16 86.68% 752件 91.03% 181件 87.52% 933件

17 87.49% 668件 92.33% 244件 88.79% 912件

18 89.49% 664件 93.16% 292件 90.40% 956件

19 87.98% 719件 88.35% 281件 88.09% 1,000件

20 90.57% 680件 89.63% 321件 89.96% 1,001件

21 89.07% 675件 87.20% 321件 88.47% 996件

22 89.66% 626件 88.64% 294件 89.33% 920件

23 89.38% 660件 91.71% 264件 90.05% 924件

24 90.35% 665件 92.56% 227件 90.91% 892件

25 90.97% 651件 91.92% 256件 91.24% 907件

26 91.91% 702件 92.52% 263件 92.08% 965件

27 92.11% 710件 92.56% 284件 92.24% 994件

28 92.67% 721件 92.37% 317件 92.58% 1,038件

29 92.28% 688件 92.54% 289件 92.36% 977件

一般競争入札指名競争入札 競争入札合計

70%

72%

74%

76%

78%

80%

82%

84%

86%

88%

90%

92%

94%

96%

98%

100%

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

平
均
落
札
率

年度

合計落札率

指名競争

一般競争

競争入札

合計
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年度別入札形態別平均参加事業者数一覧 

工事案件 

 
指名競争入札

＜～500 万円・単契＞ 
一般競争入札 

＜500 万円以上＞ 

24 年度 ６.４社 ９.２社 

25 年度 ６.１社 ８.４社 

26 年度 ５.６社 ７.７社 

27 年度 ６.０社 ６.３社 

28 年度 ６.５社 ５.８社 

29 年度 ６.４社 ６.６社 

 
 
委託・賃貸借案件 

 
指名競争入札

＜2,000 万円未満＞ 
一般競争入札 

＜2,000 万円以上＞ 

24 年度 ７.９社 １０.３社 

25 年度 ７.２社 １３.２社 

26 年度 ７.０社 １１.０社 

27 年度 ７.２社 ９.５社 

28 年度 ７.０社 ８.４社 

29 年度 ７.８社 ８.２社 

 
 
物品購入案件 

 
指名競争入札

＜1,000 万円未満＞ 
一般競争入札 

＜1,000 万円以上＞ 

24 年度 ５.５社 ５.１社 

25 年度 ５.７社 ５.４社 

26 年度 ５.７社 ５.７社 

27 年度 ５.０社 ５.７社 

28 年度 ５.９社 ４.１社 

29 年度 ６.３社 ４.７社 

 

資料４ 
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区内 区外 計 区内 区外 計

０１ 道路舗装工事 35 890 925 ３３ 電話･通信 7 392 399

０２ 橋りょう工事 13 465 478 ３４ 拡声装置 3 182 185

０３ 河川工事 16 524 540 ３５ 畳 1 53 54

０４ 水道施設工事 22 769 791 ３６ 内装仕上 8 284 292

０５ 下水道施設工事 23 791 814 ３７ 一般塗装 13 240 253

０６ 一般土木工事 52 1,305 1,357 ３８ 橋りょう塗装 6 147 153

０７ 建築工事 42 884 926 ３９ 防水 13 336 349

０８ 電気工事 37 962 999 ４０ 鉄骨架構 0 50 50

０９ 給排水衛生工事 40 672 712 ４１ 鋼けた 0 44 44

１０ 空調工事 38 655 693 ４２ ＰＣけた 0 22 22

１１ 建築設計 19 669 688 ４３ 水門門扉 1 25 26

１２ 土木設計 13 568 581 ４４ ポンプ据付け 3 112 115

１３ 設備設計 6 311 317 ４５ 水処理装置 2 138 140

１４ 測量 19 501 520 ４６ 焼却設備 0 48 48

１５ 地質調査 8 273 281 ４７ ボイラー 0 23 23

１６ さく井 1 36 37 ４８ エレベーター 0 33 33

１７ 船舶 0 3 3 ４９ 電車線架線 1 18 19

１９
しゅんせつ
埋立て

0 19 19 ５０ 地中線 3 93 96

２０ しゅんせつ 0 64 64 ５１ 鉄道信号装置 1 19 20

２１ 潜かん 0 82 82 ５２ 計装装置 1 163 164

２２ 軌道 1 49 50 ５３
沈砂池・沈殿池
機械設備工事

0 90 90

２３ シールド工事 2 170 172 ５５
送風機機械
設備工事

0 55 55

２４ 推進工事 7 345 352 ５６
ばっ気槽散気
設備工事

1 67 68

２５ 地下鉄工事 0 97 97 ５７
汚泥脱水
設備工事

0 68 68

２７ 造園 24 444 468 ５８
消化槽機械
設備工事

0 27 27

２８ 運動場施設 22 472 494 ５９
ガス貯留
設備工事

0 14 14

２９
コンクリート
プレハブ

1 57 58 ６０ 公設ます工事 11 229 240

３０ 鉄骨プレハブ 0 29 29 ６１ 水道管更正工事 0 36 36

３１ ひき家・解体 8 311 319 ６２ 石綿処理 4 165 169

３２ 消火設備 13 298 311 ６３ 機械器具設置 2 226 228

平成30年１1月１日現在
　　　　　工事業種別競争入札登録業者数

業種
番号

業者数
業種名

業種
番号

業種名
業者数
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区内 区外 計 区内 区外 計

６４ 屋根 1 73 74 ９９０６床版補強 2 124 126

６６ 金網さく 11 270 281 ９９０７電源設備 8 282 290

６７ 板金 0 16 16 ９９０８発電設備 9 257 266

６８ サッシュ 5 101 106 ９９０９電気防食 1 41 42

６９ シャッター 2 68 70 ９９１０
給湯器・浴槽
設備工事

14 135 149

７０ 起重機 0 15 15 ９９１１床仕上 0 59 59

７２
冷凍・冷蔵庫
工事

2 52 54 ９９１２放射線防御 1 16 17

７３ グラウト 1 181 182 ９９１４飛散防止工事 0 55 55

７４ 道路標識設置 7 252 259 ９９１５ろ過層処理 1 40 41

７５ 道路標示塗装 5 124 129 ９９１７厨房 4 84 88

７６ ガードレール 9 272 281 ９９２０石工事 1 41 42

７７ モルタル吹付け 1 93 94 ９９２３自動ドア装置 0 27 27

７８ 植生 6 187 193 ９９２４強化樹脂板取付 1 47 48

７９ 運動器具設置 8 185 193 ９９２５医療ガス配管 0 26 26

８０ テレビ共聴工事 3 165 168 ９９２６高圧ガス配管 1 26 27

８１ 防音壁・しゃ音壁 3 159 162 ９９３０集じん装置 1 28 29

８２ 舞台装置 3 88 91 ９９３３タイル工事 0 23 23

８４ と場施設 0 18 18

８６ ガソリンスタンド 0 38 38

８７ ＰＣタンク 0 73 73 区内業者区外業者 計

９１ すべり止め舗装 9 214 223 １０８業種 673 20,616 21,289

９２ 樹脂塗装 4 124 128

９３ 陸上信号機 2 63 65 区内業者区外業者 合計

９４ 伸縮継手 1 103 104 213 5,106 5,319

９５ 鉄鋼加工 0 62 62

９６ ウェルポイント 1 44 45

９７ パイプライニング 2 38 40

９８ 脱硫・脱臭 0 62 62

９９０１基準タンク 0 12 12

９９０２安全溝設置 0 33 33

９９０４空気搬送 0 6 6

実登録業者数

業種
番号

業種名
業者数 業種

番号
業者数

業種名
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区内 区外 計 区内 区外 計

００１
文房具事務用品・
図書

23 506 529 １０１ 印刷 19 771 790

００２
事務機器・情報処
理用機器

19 834 853 １０２ 複写業務 6 150 156

００３
学校教材・運動用
品・楽器

24 531 555 １０３ 建物清掃 62 1,155 1,217

００４ 什器・家具 27 477 504 １０４
電気・暖冷房等
設備保守

85 1,520 1,605

００５ 荒物雑貨 18 420 438 １０５ 警備・受付等 34 866 900

００６ 工業用ゴム製品 3 116 119 １０６ 通信施設保守 7 341 348

００７
繊維・ゴム・皮革
製品

12 298 310 １０７
環境関係測定
機器保守

1 81 82

００８ 室内装飾品等 13 425 438 １０８ ボイラー清掃 7 186 193

００９
家電・カメラ・厨房
機器等

33 695 728 １０９
浄化槽・貯水槽
清掃

42 806 848

０１０ 自動車・自転車 6 166 172 １１０ 道路・公園管理 75 1,094 1,169

０１１ 燃料・ガス・油脂 1 72 73 １１１ 害虫駆除 38 778 816

０１２ 電車両・軌道用品 2 23 25 １１２ 廃棄物処理 40 692 732

０１３ 船舶・航空機 1 20 21 １１３ 管渠清掃 20 219 239

０１４ 理化学機械器具 4 250 254 １１４ 運搬請負 11 344 355

０１５ 工作用機械器具 7 113 120 １１５ 広告代理 4 306 310

０１６
産業用機械
器具類

24 614 638 １１６
ビデオ・スライド
製作

3 320 323

０１７
通信用機械
器具類

10 506 516 １１７
航空写真・図面
製作

11 255 266

０１８
農業・建設用機械
器具

4 50 54 １１８ 医事業務 4 108 112

０１９ 医療用機械器具 5 240 245 １１９
病院給食・学校
給食

4 168 172

０２０
医薬品・衛生材料
・介護用品

4 235 239 １２０ 催事関係業務 13 614 627

０２１
コンクリート・セメ
ント

6 105 111 １２１ 情報処理業務 19 1,367 1,386

０２２
鉄鋼・非鉄・鋳鉄
製品

6 139 145 １２２ 検査業務 5 382 387

０２３ 電線・絶縁材料 7 129 136 １２３
都市計画・交通
関係調査業務

14 811 825

０２４ 標識・看板等 16 472 488 １２４
土木・水系関係
調査業務

14 560 574

０２５ 工業薬品･防疫剤 4 220 224 １２５
市場・補償鑑定
関係業務

18 807 825

０２６
警察・消防・防災
用品

26 608 634 １２６
環境アセスメント
関係調査業務

14 605 619

０２７ 造園資材 24 298 322 １２７
下水道管路内ＴＶ
カメラ調査業務

15 208 223

０２８ 百貨店・総合商社 1 13 14 １２８ クリーニング 8 62 70

０９０ その他の物品 15 529 544 １２９ 汚泥脱水機ろ布 0 12 12

０９９ 不用品買受 4 263 267 １３０
浄水場・処理場
機械運転管理

1 157 158

物品営業種目別競争入札登録業者数 平成30年１1月１日現在
種目
番号

営業種目名
業者数 種目

番号
営業種目名

業者数

－29－



区内 区外 計

１３１ 賃貸業務 19 710 729

１９０
その他の業務
委託等

51 2,376 2,427

２０１ ライフライン 0 31 31

区内 区外 計 区内業者区外業者 合計

349 9,367 9,716 275 7,949 8,224

664 18,862 19,526

1,013 28,229 29,242

実登録業者数
物品業者

委託業者

合計

種目
番号

営業種目名
業者数

－30－
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決定
年度

企業名 指名停止期間 指名停止理由

第一防災株式会社東京営業所
株式会社ニッショウ
株式会社清水商会東京支店
株式会社千代田防災
株式会社東洋実業　東京支店
旭防災設備株式会社
三津浜工業株式会社
富士防災設備株式会社

平成２７年１０月１５日から
平成２８年４月１４日まで
(６月）

国土交通省発注案件における談合に伴
い、代表取締役と支店長が逮捕又は関係
者が起訴されたため

株式会社ＮＩＰＰＯ　東京統括事業所
前田道路株式会社　東京支店
日本道路株式会社　東京支店
大成ロテック株式会社　南関東支社
三井住建道路株式会社関東支店
大林道路株式会社　関東支店
東亜道路工業株式会社　東京支店
株式会社ガイアートＴ・Ｋ　関東支店
株式会社佐藤渡辺　関東支店
北川ヒューテック株式会社　東京本社

平成２８年３月２４日から
平成２８年６月２３日まで
(３月）

東日本高速道路株式会社東北支社が発
注する東日本大震災に係る舗装災害復旧
工事の入札談合事件にて、東京地方検察
庁から起訴されたため

　過去３年間（平成２７・２８・２９年度）指名停止業者一覧

２７
年
度

－31－
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決定
年度

企業名 指名停止期間 指名停止理由

富士通株式会社東京支社
平成２８年７月２６日から
平成２８年１１月２５日まで
（４月）

平成２８年７月１２日付にて、公正取引委
員会から、排除措置命令及び課徴金納付
命令を受けたため

日本電気株式会社公共・社会システム
営業本部

平成２８年７月２６日から
平成２８年９月２５日まで
（２月間）

平成２８年７月１２日付にて、公正取引委
員会から、独占禁止法に違反する行為を
行っていたことの認定を受けたため

常盤工業株式会社　東京支店
平成２８年９月３０日から
平成２８年１１月２９日まで
（2月）

平成２８年９月６日付にて、公正取引委員
会から排除措置命令及び課徴金納付命
令を受けたため

鹿島道路株式会社東京支店
世紀東急工業株式会社東京支店
福田道路株式会社東京本店
奥村組土木興業株式会社東京支店
大有建設株式会社東京支店
東京鋪装工業株式会社
地崎道路株式会社東京支店

平成２８年９月３０日から
平成２８年１０月２９日まで
（１月）

平成２８年９月６日付にて、公正取引委員
会から排除措置命令を受けたため

前田道路株式会社東京支店
日本道路株式会社東京支店
大成ロテック株式会社南関東支社
大林道路株式会社関東支店
鹿島道路株式会社東京支店

平成２８年１０月３１日から
平成２９年２月２８日まで
（４月）

平成２８年９月２１日にて、公正取引委員
会から排除措置命令及び課徴金納付命
令をうけたため

東亜道路工業株式会社東京支店
世紀東急工業株式会社東京支店

平成２８年１０月３１日から
平成２９年１２月３０日まで
（２月）

平成２８年９月２１日付にて、公正取引委
員会から排除措置命令及び課徴金納付
命令を受けたため

株式会社　橋本商事
平成２８年１１月２５日から
平成２９年２月２４日まで
（３月）

履行に際して著しく適正を欠く行為があっ
たため

シダックス大新東ヒューマンサービス
株式会社

平成２９年１月２８日から
平成２９年３月２７日まで
（２月）

食品衛生法に違反し営業停止処分を受け
たため

富士産業株式会社
平成２９年１月１１日から
平成２９年３月１０日まで
（２月）

食品衛生法に違反し営業停止処分を受け
たたため

日本電気株式会社公共・社会システム
営業本部
日本無線株式会社関東支社
沖電気工業株式会社統合営業本部官
公営業本部
株式会社富士通ゼネラル東京支店

平成２９年２月２日から
平成２９年６月１日まで
（４月）

平成２９年２月２日付にて、公正取引員会
から排除措置命令及び課徴金納付命令を
受けたため

株式会社日立国際電気映像・通信事
業部

平成２９年２月２日から
平成２９年４月１日まで
（２月）

平成２９年２月２日付にて、公正取引員会
から排除措置命令を受けたため

凸版印刷株式会社情報コミュニケー
ション事業本部

平成２９年３月２４日から
平成２９年６月２３日まで
（３月）

履行に際して著しく適正を欠く行為があっ
たため

２８
年
度

－32－



決定
年度

企業名 指名停止期間 指名停止理由

高橋工業　株式会社　杉並支店
平成３０年２月２１日から
平成３０年４月２０日まで
（２月）

その他不正な行為により契約の相手方と
して不適当と認められるため。

東洋物産株式会社
株式会社大丸松坂屋百貨店上野店

平成３０年２月１日から
平成３０年５月３１日まで
（４月）

平成３０年１月１２日付で公正取引員会か
ら排除措置命令及び課徴金納付命令を受
けたため

株式会社そごう・西武
平成３０年２月１日から
平成３０年３月３１日まで
（２月）

平成３０年１月１２日付で公正取引員会か
ら排除措置命令及び課徴金納付命令を受
けたため

２９
年
度

－33－



資
料
7　
　
　
　
　
　
　
平
成
29
年
度
　
不
調
案
件
処
理
経
過

番 号
入
札
・契

約
年
　
月
　
日

契
約
方
式

契
　
　
約
　
　
件
　
　
名

業
種

業
者
数

税
込
予
定
価
格
（円

）
最
低
制
限
価
格

契
約
金
額

処
理
経
過

1

入
札
日

Ｈ
29
.5
.1
7

契
約
日

Ｈ
29
.5
.2
5

一
般
競
争

↓
随
意
契
約

小
型
水
銀
灯
器
具
改
修
工
事
２

電
気
工
事

7
48
,5
68
,6
80

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

41
,5
31
,4
00
円

全
者
最
低
制
限
未
満
の
た
め
、
最
低
価
格
入
札
者
と
随
意
契
約

2

入
札
日

Ｈ
29
.6
.1
3

契
約
日

Ｈ
29
.6
.2
0

一
般
競
争

↓
随
意
契
約

仮
設
ゆ
う
ゆ
う
馬
橋
館
解
体
工
事

解
体
工
事

3
45
,3
17
,8
80

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

38
,6
64
,0
00
円

最
低
価
格
未
満
又
は
辞
退
の
た
め
、
最
低
価
格
入
札
者
と
随
意
契
約

3

入
札
日

Ｈ
29
.9
.2
6

契
約
日

Ｈ
28
.1
2.
22

一
般
競
争

↓
指
名
競
争

永
福
和
泉
地
域
区
民
セ
ン
タ
ー
全
熱
交
換
器
改
修

そ
の
他
工
事

空
調
工
事

10
7,
49
7,
36
0

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

4,
98
9,
60
0円

全
者
辞
退

そ
の
工
事
を
分
離
し
再
度
一
般
競
争
入
札
に
て
全
者
辞
退

再
度
仕
様
を
見
直
し
、
指
名
競
争
入
札
に
て
契
約
締
結

4

入
札
日

Ｈ
29
.1
0.
31

契
約
日

Ｈ
29
.1
1.
12

一
般
競
争

↓
打
ち
切
り

杉
並
清
掃
事
務
所
耐
震
補
強
そ
の
他
工
事

建
築
工
事

5
39
,7
09
,4
40

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

全
者
辞
退

参
加
資
格
条
件
に
区
外
業
者
を
含
め
再
公
告
し
た
が
、
１
者
の
み
の
参
加

希
望
申
請
の
た
め
中
止
。

最
低
入
札
参
加
者
数
を
１
者
と
し
一
般
競
争
入
札
を
実
施
し
た
が
、
参
加
1

社
の
辞
退
に
よ
り
不
調
打
ち
切
り

5

入
札
日

Ｈ
29
.1
1.
22

契
約
日

Ｈ
29
.1
2.
13

一
般
競
争

↓
一
般
競
争

下
高
永
福
会
議
室
解
体
工
事

建
築
工
事

2
16
,9
23
,6
00

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

15
,2
31
,2
40
円

全
者
辞
退

参
加
資
格
条
件
に
区
外
業
者
を
含
め
、
一
般
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締

結

6

入
札
日

Ｈ
30
.3
.6

契
約
日

Ｈ
30
.3
.2
9

一
般
競
争

↓
一
般
競
争

桃
五
学
童
ク
ラ
ブ
増
設
そ
の
他
給
排
水
衛
生
空
気

調
和
設
備
工
事

給
排
水
衛
生
工

事
4

24
,3
34
,0
20

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

26
,7
08
,4
00
円

全
者
辞
退

新
労
務
単
価
適
用
、
仕
様
の
見
直
し
、
一
般
競
争
入
札
に
て
契
約
締
結

7

入
札
日

Ｈ
29
.5
.2
2

契
約
日

Ｈ
29
.6
.2

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

高
井
戸
東
保
育
園
流
し
台
設
置
外
２
施
設
そ
の
他

工
事

給
排
水
衛
生
工

事
7

2,
41
5,
09
6

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

2,
22
4,
80
0円

全
者
辞
退

指
名
業
者
を
変
更
し
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
て
契
約
締
結

8

入
札
日

Ｈ
29
.6
.6

契
約
日

Ｈ
29
.6
.1
5

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

済
美
小
学
校
特
別
教
室
内
装
改
修
工
事

建
築
工
事

7
4,
87
4,
04
0

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

4,
86
0,
00
0円

全
者
辞
退
及
び
不
参

指
名
業
者
を
変
更
し
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
て
契
約
締
結

9

入
札
日

Ｈ
29
.1
2.
12

契
約
日

Ｈ
30
.2
.8

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

松
ノ
木
ふ
れ
あ
い
の
家
空
調
機
部
品
交
換
工
事

空
調
工
事

7
1,
93
4,
28
0

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

1,
99
8,
00
0円

全
者
辞
退
及
び
不
参

再
積
算
及
び
指
名
業
者
を
変
更
し
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
て
契
約
締

結

10

入
札
日

Ｈ
30
.2
.2
2

契
約
日

Ｈ
30
.3
.7

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

善
福
寺
川
河
川
環
境
改
善
工
事
（
そ
の
２
）

一
般
土
木

6
2,
65
3,
56
0

最
低
制
限
価
格

設
定
あ
り

契
約
金
額

2,
33
0,
64
0円

全
者
辞
退
及
び
不
参

指
名
業
者
を
変
更
し
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
て
契
約
締
結

【
工
事
】
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※
予
定
価
格
非
公
表

番 号
入
札
・契

約
年
　
月
　
日

契
約
方
式

契
　
　
約
　
　
件
　
　
名

業
種

業
者
数

税
込
予
定
価
格
※

最
低
制
限
価
格

契
約
金
額

処
理
経
過

1

入
札
日

Ｈ
29
.2
.2
4

契
約
日

Ｈ
29
.4
.1

一
般
競
争

↓
指
名
競
争

杉
並
区
清
掃
事
業
に
係
る
人
材
派
遣
（単

価
契

約
）

労
働
者
派
遣

3
非
公
表

契
約
金
額

86
,8
68
,2
88
円

参
加
申
込
が
１
社
で
、
最
低
入
札
参
加
者
数
に
達
し
な
か
っ
た
た
め
、
打

切
り
。

指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

2

入
札
日

Ｈ
29
.2
.2
7

契
約
日

Ｈ
29
4.
1

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

中
央
図
書
館
外
６
館
電
気
設
備
保
安
保
守
点
検
業

務
委
託

電
気
・冷

暖
房

等
設
備
保
守

4
非
公
表

契
約
金
額

2,
09
0,
44
8円

全
者
辞
退
及
び
不
参

再
度
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

3

入
札
日

Ｈ
29
.2
.2
7

契
約
日

Ｈ
29
4.
1

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

杉
並
第
一
小
学
校
外
６
０
施
設
電
気
設
備
保
安
保

守
点
検
業
務
委
託

電
気
・冷

暖
房

等
設
備
保
守

5
非
公
表

契
約
金
額

5,
11
6,
39
2円

4,
63
3,
20
0円

5,
53
7,
80
8円

4,
81
5,
07
2円

予
定
価
格
超
過
、
辞
退
及
び
不
参

４
件
に
分
割
し
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結
及
び
随
意
契
約

4

入
札
日

Ｈ
29
.4
.2
4

契
約
日

Ｈ
29
.5
.1
2

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

投
票
用
紙
等
送
致
車
両
の
借
上
げ

運
搬
請
負

5
非
公
表

契
約
金
額

2,
18
5,
12
0円

予
定
価
格
超
過
、
辞
退

再
度
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

5

入
札
日

Ｈ
29
.5
.2
3

契
約
日

Ｈ
29
.6
.6

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

下
高
永
福
会
議
室
解
体
工
事
に
伴
う
実
施
設
計
業

務
委
託

建
築
設
計

5
非
公
表

契
約
金
額

1,
33
9,
20
0円

予
定
価
格
超
過
、
辞
退
及
び
無
効

再
度
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

6

入
札
日

Ｈ
29
.6
.1
6

契
約
日

Ｈ
29
.7
.1
0

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

取
付
管
調
査
委
託

下
水
道
管
内
意

Ｔ
Ｖ
カ
メ
ラ
調
査

業
務

5
非
公
表

契
約
金
額

3,
56
4,
00
0円

予
定
価
格
超
過
、
辞
退

仕
様
変
更
に
よ
る
再
積
算
後
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

7

入
札
日

Ｈ
29
.1
2.
6

契
約
日

Ｈ
30
.1
.1
9

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

ゆ
う
ゆ
う
堀
ノ
内
松
ノ
木
館
外
３
施
設
昇
降
機
設
備

取
替
及
び
給
食
リ
フ
ト
取
替
工
事
設
計
業
務
委
託

建
築
設
計

5
非
公
表

契
約
金
額

1,
60
9,
20
0円

予
定
価
格
超
過
、
辞
退
及
び
不
参

仕
様
変
更
に
よ
る
再
積
算
後
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

8
入
札
日

Ｈ
29
.1
0.
19

指
名
競
争

↓
打
ち
切
り

平
成
29
年
度
水
の
み
ち
整
備
事
業
設
計
委
託

土
木
設
計

6
非
公
表

予
定
価
格
超
過
、
辞
退
及
び
不
参

仕
様
変
更
に
よ
る
再
積
算
後
、
再
度
指
名
競
争
入
札
を
実
施
し
た
が
、
予

定
価
格
超
過
及
び
辞
退
に
よ
り
、
打
ち
切
り
。

【
委
託
】
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9

入
札
日

Ｈ
29
.1
2.
12

契
約
日

Ｈ
29
.1
2.
28

指
名
競
争

↓
指
名
競
争

（仮
称
）下

高
井
戸
四
丁
目
公
園
設
計
等
委
託

土
木
設
計

8
非
公
表

契
約
金
額

5,
37
8,
40
0円

予
定
価
格
超
過
、
最
低
制
限
価
格
未
満
、
辞
退
及
び
不
参

仕
様
変
更
に
よ
る
再
積
算
後
、
再
度
指
名
競
争
入
札
に
よ
り
契
約
締
結

10
入
札
日

Ｈ
30
.1
.3
0

指
名
競
争

↓
打
ち
切
り

ゆ
う
ゆ
う
館
カ
ー
テ
ン
等
洗
濯
業
務
委
託
（単

価
契

約
）

ク
リ
ー
ニ
ン
グ

4
非
公
表

予
定
価
格
超
過
、
辞
退
及
び
不
参

仕
様
変
更
に
よ
る
再
積
算
後
、
再
度
指
名
競
争
入
札
を
実
施
し
た
が
、
予

定
価
格
超
過
及
び
辞
退
に
よ
り
、
打
ち
切
り
。

番 号
入
札
・契

約
年
　
月
　
日

契
約
方
式

契
　
　
約
　
　
件
　
　
名

業
種

業
者
数

税
込
予
定
価
格

最
低
制
限
価
格

契
約
金
額

処
理
経
過

な
し

【
物
品
】
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平成 29 年度入札・契約制度における臨時的措置について 

Ⅰ 臨時的措置の概要 

 １ 区内限定事業者の発注枠の拡大  
500 万円未満の発注案件を原則区内業者に限定しているが（競争入札実施要綱第 8 条）、この制

限枠を以下のとおり拡大して、区内業者への発注とする。 
① 工事     ＝ 予定価格１億５千万円未満 
② 委託・賃貸借 ＝ 予定価格３千万円未満 
③ 物品の購入  ＝ 予定価格３千万円未満 
ただし、特殊な業務や区内事業者数が著しく少ない場合には、健全な競争性の確保のための処

置を講じるものとする。 
 

 ２ 前払金の対象工事の拡大  
工期 60 日以上、契約金額 300 万円以上の工事案件について対象としているが（杉並区公共工事

の前払金取扱要綱第 5 条）、対象を拡大し、工期に関わらず、契約金額 130 万円以上の全案件を対
象とする。 
 

 ３ 工事の区内業者優先枠（地域要件）の変更 

予定価格の区分 変更前 変更後 

3 千万円未満  

区内業者限定 
3 千万円以上 1 億 5 千万円未満 

区外業者（区内業者参加者
数の概ね 3 割（最低 3 者） 

1 億 5 千万円以上 3 億円未満 
区外業者（区内業者参加者
数の概ね 5 割（最低 3 者） 

区外業者（区内業者参加者数
の概ね１割（最低２者） 

3 億円以上 5 億円未満 
無制限 

5 億円以上 無制限 

 
 ４ 最低制限価格を適用する工事の対象等の変更 

変更内容 変更前 変更後 

最低制限価格の適用対象 

予定価格 3 千万円未満 予定価格 5 千万円未満 
予定価格事前公表案件の適用範
囲 

施工能力等審査型総合評価方式
の対象 

予定価格 3 千万円以上 予定価格 5 千万円以上 

 

Ⅱ 区内事業者の受注比率の推移 

区 分 

平成 18～

20 年度 

平 均 

平成 
21 年度 

平成 
22 年度 

平成 
23 年度 

平成 
24 年度 

平成 
25 年度 

平成 
26 年度 

平成 
27 年度 

平成 
28 年度 

平成 
29 年度 

工

事 

件数 94.31％ 97.25％ 97.62％ 98.14％ 98.24％ 96.37％ 95.57％ 97.26％ 94.64％ 94.19% 

金額 90.34％ 96.49％ 99.38％ 98.75％ 99.38％ 97.22％ 98.15％ 97.35％ 97.50％ 96.70% 

委

託 

件数 62.41％ 66.83％ 65.45％ 66.59％ 66.43％ 69.98％ 64.58％ 67.40％ 67.92％ 64.39% 

金額 46.44％ 63.70％ 62.57％ 64.41％ 67.35％ 69.56％ 67.03％ 70.26％ 

 

 

67.14％ 60.44% 

物

品 

件数 67.59％ 83.15％ 82.12％ 81.56％ 82.87％ 79.89％ 80.21％ 79.27％ 80.43％ 82.87% 

金額 38.53％ 63.65％ 69.71％ 70.59％ 54.56％ 57.57％ 56.89％ 48.87％ 68.76％ 51.21% 

計 
件数 74.73％ 82.14％ 81.51％ 80.56％ 79.91％ 80.77％ 77.74％ 79.29％ 79.75％ 77.71% 

金額 76.80％ 83.42％ 90.70％ 87.13％ 86.38％ 86.66％ 85.79％ 85.31％ 91.61％ 84.39% 
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3 0 杉 並 第 １ ０ ６ ０ ２ 号 

平成 30 年 5 月 30 日 

 

平成３０年度杉並区障害者就労施設等からの物品等調達方針 

 

１ 目的 

  本方針は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律（平成 24年法律第 50号。以下「法」という。）第９条の規定に基づき、障害者就

労施設で就労する障害者等の自立の促進に資するため、法に規定する障害者就労施

設等（以下「障害者就労施設等」という。）が供給する物品及び役務（以下「物品等」

という。）の調達の推進を図ることを目的とする。 

 

２ 適用範囲 

本方針は、杉並区契約事務規則（昭和 39 年杉並区規則第 19 号）第２条第１項に

規定する課（以下「各課」という。）に適用する。 

 

３ 調達の対象となる施設等 

   本方針の調達の対象となる施設等は、次に掲げる障害者就労施設等とする。 

  （１）障害者支援施設 

  （２）地域活動支援センター 

  （３）障害福祉サービス事業を行う施設（生活介護、就労移行支援又は就労継続支

援を行う事業に限る。） 

  （４）障害者の地域における作業活動の場として障害者基本法第１８条第３項の規

定により必要な費用の助成を受けている施設（小規模作業所） 

  （５）法施行令（平成 25 年政令第 22 号）第１条第 1 号に規定する事業所（特例子

会社） 

  （６）法施行令（平成 25 年政令第 22 号）第 1 条第 2 号に規定する事業所（重度障

害者多数雇用事業所） 

  （７）在宅就業障害者 

  （８）在宅就業支援団体 

 

４ 調達する物品等 

区が契約によって調達する物品等のうち、食品、雑貨、清掃、印刷、クリーニン

グ等、障害者就労施設等が受注することが可能なもの。 

   

５ 調達の目標 

予算の適正な使用、契約における経済性、公平性及び競争性に留意しつつ、物品

及び役務ごとに、前年度の調達実績を上回ることを目標とする。 
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６ 調達の推進方法 

 （１）全庁の推進体制 

①障害者就労施設等からの物品等の調達は、各課が行う。 

②「障害者優先調達推進庁内連絡会議」を設置し、調達の実施状況の進捗管理等

を行う。 

③各課は、物品等の調達に当たっては、障害者就労施設等に対し発注内容につい

て十分に説明をするとともに、発注方法や発注量、履行期間を考慮するように

努める。 

 （２）調達を推進するための障害者生活支援課から各課への具体的な取り組み 

①スポーツを通じた障害者の社会参加・優先調達推進 

②庁内役務の処理手段の調査 

③工賃向上に向けた取組み 

 １）区内開催イベント等事業への積極的参加 

 ２）障害者就労施設等が供給可能な物品等についての情報を収集し適切に各課

へ情報提供するとともに、工賃向上につながる取組みの周知活動を行う。 

 （３）調達の実施 

     障害者就労施設等からの物品等の調達に際しては、地方自治法施行令（昭和 22

年政令第 16 号）第 167 条の２第１項第３号の規定による随意契約をより積極的

に活用するものとする。 

 

７ 調達実績の公表 

    各課は、会計年度終了後、本方針に基づく調達実績を障害者生活支援課に報告

するものとする。障害者生活支援課は、報告に基づき実績を取りまとめ、その概

要を公表するものとする。なお、実績の公表においては、取り組み成果が分かり

やすいよう工夫した指標を用いるものとする。 

 

８ その他 

（１）公契約における障害者の就業を促進するための措置等 

    区は、法第 10 条第２項の規定に基づき、施工能力等審査型総合評価方式の活

用等、引き続き、公契約について障害者の就業を促進するために必要な措置を講

ずるものとする。 

 （２）障害者就労施設等の供給する物品等の質の向上及び供給の円滑化 

    区は、区内の障害者就労施設等が法第 11 条の規定に基づき供給物品等の質の

向上及び供給の円滑化に努めることに対し、必要な支援を行うものとする。 
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参考：調達額の推移 
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【工事審議案件】

〈赤字は非公表〉

一般競争入札 単位＝円 ★印　区外業者

番
号

入札年
月日

契約番号 契　　約　　件　　名 業種
業
者
数

区
内

区
外

応札 辞退 不参 無効
税抜き予定価

格
税込み予定価

格
落札価格 契約金額

落札率
（％）

発注見込額 落札業者
総合
評価

区外
参考
資料

1 5月12日 4295000034
杉並区立桃井第二小学校改築及
び併設１施設建設建築工事

建築工事 4 4 0 3 1 2,590,830,000 2,798,096,400 2,531,000,000 2,733,480,000 97.6%

興建社・佐
藤・矢島・友
伸建設共同
企業体

資料11-1

2 11月28日 4295000313
荻窪小学校外１校蓄電設備設置
工事

電気工事 2 2 0 1 1 15,070,000 16,275,600 15,070,000 16,275,600 100.0% 佐久電工 資料11-4

指名競争 単位＝円 ★印　区外業者

番
号

入札年
月日

契約番号 契　　約　　件　　名 業種
業
者
数

区
内

区
外

応札 辞退 不参 無効
税抜き予定価

格
税込み予定価

格
落札価格 契約金額

落札率
（％）

発注見込額 落札業者名 区外
参考
資料

3 6月15日 4295000112
済美小学校特別支援教室内装改
修工事

建築工事 7 7 0 1 5 1 4,513,000 4,874,040 4,500,000 4,860,000 99.7% 松木建設㈱ 資料11-8

4 11月14日 4295000297 成田児童館給水管改修工事 給排水衛生工事 6 6 0 1 5 1,991,000 2,150,280 1,990,000 2,149,200 99.9% ライト工業㈱ 資料11-9

資料10

小数点第2位を切捨て

小数点第2位を切捨て



 

入札見積経過調書

案件番号 2017-00381 件名

内部発注番号 4295000034
杉並区立桃井第二小学校改築及び併設１施設建

設建築工事
入札見積締切日時 2017年5月11日 17時00分

開札日時 2017年5月12日 10時01分

予定価格 2,798,096,400円

調査基準価格 非公表

履行場所 東京都杉並区荻窪五丁目１０番２５号

業種 0700 建築工事

入札方式 01 一般競争入札

落札者 商号又は名称 興建社・佐藤・矢島・友伸建設共同企業体

所在地 東京都杉並区荻窪五丁目１８番１４号

落札金額 2,531,000,000円

No 商号又は名称 第１回 備考

1 興建社・佐藤・矢島・友伸建設共同企業体 2,531,000,000円 落札率　97.6％

2 江州・広拓・渡辺一・松木建設共同企業体 2,590,000,000円

3 白石・目時・天心・日盛建設共同企業体 2,700,000,000円

4 渡辺・国際・大一・建和建設共同企業体

辞退

備考 工事概要　
敷地面積：8,867.41㎡
構　　造：鉄筋コンクリート造
階　　数：地上５階建て
規　　模：建築面積　3,337.83㎡　延べ面積　9,911.08㎡
履行期限　契約締結の翌日から平成３１年３月１５日まで　
本件の低入札調査基準価格　２，３３１，７４７，０００円（税抜き）
  本件は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和39年杉並区条例第1号）第2条の規定に
基づき、杉並区議会において契約議案が可決されるまでは仮契約とする。

資料１１－1
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okada-yoshitaka
テキストボックス
予定価格（円）　２，５９０，８３０，０００（税抜）　２，７９８，０９６，４００（税込）落札率　９７．６％ 



発注公告・一般競争入札 

杉並区公告契約第 2017-00381号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の６の規定に基づき 

一般競争入札の執行について次のように定めたので公告する。 

  平成２９年４月３日 

杉並区長 田中 良 

件 名 杉並区立桃井第二小学校改築及び併設１施設建設建築工事 

業 種 建築工事 

履 行 場 所 杉並区荻窪五丁目１０番２５号 

履 行 期 間 契約締結の翌日から平成３１年３月１５日まで 

概 要 敷地面積：8,867.41㎡ 

構    造：鉄筋コンクリート造 

階    数：地上５階建て 

規    模：建築面積 3,445.83㎡ 

      延べ面積 10,019.08㎡ 

主な居室 

 1階：昇降口、職員室、開放会議室、学童育成室、多目的室、給食室等 

 2階：普通教室、多目的室、体育館アリーナ、図書室、特別支援学級等 

 3階：普通教室、多目的室、特別教室等 

 4階：普通教室、多目的室、屋上デッキ等 

 5階：プール、更衣室等 

発 注 方 法 建設共同企業体発注 

建 設 共 同 企 業 体  

結 成 方 法  

１ ４者による自主結成であること。 

２ この入札に関して、同時に２以上の建設共同企業体の構成員にならないこと。 

３ 構成員に杉並区内に本店を有する区内業者を２者以上含めること。 

４ 出資比率は以下のとおりであること。 

出資比率１位の構成員   上限５０％ 

出資比率２位以下の構成員 下限１０％ 

入 札 参 加 資 格 条 件 １ 地方自治法施行令（昭和 22年政令 16号）第 167条の４の規定に該当していな

いこと。 

２ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱に基づく指名停止期間中で

ないこと。 

３ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置期間中で

ないこと。 

４ 東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格者名簿に登録さ

れた業者で、申請自治体「杉並区」、申請業種「建築工事」に登録のある者である

こと。 

５ 引き続き５年以上の当該業種の営業を営んでいること。 

６ この工事に対応する監理技術者又は主任技術者を建設業法に従い、施工現場に

配置できること。 

７ 杉並区内の業者（杉並区内に本店を有する者又は、杉並区内に代理人を置き、支

店・支社・営業所を有する者で区内業者の認定を受けた者）の参加資格   

① 出資比率第１位の構成員になれる者 

次の条件を全て満たすこと。 
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ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ａ級を有すること。 

イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工事で 

「５億円以上」あること。 

  ウ 特定建設業の許可を有すること。 

② 出資比率２位以下の構成員になれる者 

次の条件を全て満たすこと。 

ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ｃ級以上を有すること。 

イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工事で 

Ａ級「２億円以上」、Ｂ級及びＣ級「５千万円以上」あること。 

ウ 特定建設業の許可を有すること。 

８ 区外業者の参加資格 

① 出資比率第１位の構成員になれる者 

次の条件を全て満たすこと。 

ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ａ級２１番から 

Ａ級１００番までを有すること。 

イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工事で

「１４億円以上」あること。 

   ウ 特定建設業の許可を有すること 

   エ ISO9000S又は 14000Sの認証を取得していること。 

② 出資比率２位以下の構成員になれる者 

次の条件を全て満たすこと。 

ア 東京電子自治体共同格付「建築工事」Ａ級でかつＡ級２１番以下又はＢ級

を有すること。 

イ 告示日以前７年間の官公庁における１件当たりの契約実績が、建築工事で

Ａ級「７億円以上」、Ｂ級「１億円以上」あること。 

ウ 特定建設業の許可を有すること 

エ ISO9000S又は 14000Sの認証を取得していること。 

入 札 の 無 効  ・公告に示した競争入札に参加する資格がない者のした入札。 

・競争入札参加者心得に違反した入札。 

・入札参加資格のあることを確認された者であっても、開札時において競争入札参加

資格のない者のした入札。 

希 望 申 請 方 法  電子調達サービスにより「建設共同企業体協定書」を提出するとともに、以下の資

料を添付し、申し込むこと。 

① 入札参加資格条件にて指定した契約実績を確認できる書面の写し 

② 「監理技術者等の資格又は雇用関係の確認について」により指示されている書

類の写し 

希望申請書提出期間 ・平成２９年４月３日（月）午前９時から平成２９年４月７日（金）午後３時まで（締

切時間を過ぎてからの申し込みは受付できない。） 

入札参加資格の決定 入札参加資格審査は、平成２９年４月１１日（火）に適否を決定するので、電子調達

サービスで確認すること。 

図面・仕様書等の配布 入札参加資格確認結果通知書受領後、電子調達サービス業務メニュー「発注図書等受

領」からダウンロードするとともに、別途ＣＤ－Ｒ等のメディアを平成２９年４月 

１１日（火）午前中指定の着払いで送付するので受領すること。 

図面等を入手しないものは、入札に参加できない。 

質 問 の 方 法  図面・仕様書等に対する質問は電子調達サービスにより提出すること。 

資料１１－3



受付期間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年４月２１日（金） 

午前 11 時まで 

回 答 の 方 法  電子調達サービスによる。 

閲覧時期 平成２９年４月２５日（火）午後１時から 

入 札 期 間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年５月１１日（木）午後 5 時まで

（締切時間を過ぎてからの入札書は受理できない。） 

入 札 方 法 電子調達サービスによる。 

注：入札金額は、契約希望金額の 108分の 100に相当する金額を入力すること。  

積 算 内 訳 書 の 提 出 ・入札時（初回のみ）には、配布した「工事費内訳書」を使用し、電子調達サービス

により必ず添付すること。 

・落札者は積算内訳書を提出する。（積算内訳書の様式は任意とする） 

開 札 日 時 平成２９年５月１２日（金）午前１０時００分 

開 札 場 所 電子調達サービス 

入 札 回 数 ３回 （初回の入札で落札者がいない場合には、別途指示を行うが、再入札の開札は

平成２９年５月１２日（金）午後２時以降に行う予定） 

落 札 通 知 ・ 落札者には電子調達サービスにて開札日時以降に通知する。 

・ 落札通知を受けた者は、通知を受けた翌営業日から 3 営業日以内に、経理課契約

担当まで来庁すること。 

・ 落札者は別途指定する「建設共同企業体協定書」を提出すること。 

最 低 制 限 価 格  設定しない 

低入札価格調査制度 適用する 

失 格 基 準 価 格  設定する 

入 札 保 証 金  免除 

契 約 保 証 金  契約金額の１０％が必要 

そ の 他 １ 仮契約 本件は、杉並区議会平成 29 年第 2 回定例会において議案が原案のとお

り可決されるまで仮契約とする。なお、仮契約書は積算内訳書を提出した後に交付

する。 

２ 契約担当者  杉並区長 田中 良 

３ 前払い金     有り 

４ 部分払い     有り 

５ 準拠規定   杉並区契約事務規則 

６ 本件は「建築工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）

対象工事である。 

７ 平成２９年３月公共工事設計労務単価適用案件である。 

８ 契約書条項、その他不明な点については、経理課契約担当にお問い合わせくださ

い。電話０３－５３０７－０６１２ 
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入札見積経過調書

案件番号 2017-01044 件名

内部発注番号 4295000313
荻窪小学校外１校蓄電設備設置工事入札見積締切日時 2017年11月27日 17時00分

開札日時 2017年11月28日 10時20分

予定価格 16,275,600円

最低制限価格 非公表

履行場所 東京都杉並区宮前二丁目１３番１８号外１箇所

業種 0800 電気工事

入札方式 01 一般競争入札

落札者 商号又は名称 佐久電工

所在地 東京都杉並区善福寺二丁目３番５号

落札金額 15,070,000円

No 商号又は名称 第１回 備考

1 佐久電工 15,070,000円 落札率　100％

2 米山電気工業株式会社

辞退

備考 工事概要　
(1) 幹線動力設備工事
　ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰから切替盤および蓄電池までの配管・配線工事を行う。
(2) 蓄電設備工事
　蓄電池の設置工事を行う。
(3) 電灯・コンセント設備工事
　職員室および屋内体育館のLED照明器具・ｺﾝｾﾝﾄ設置、また、器具設置工事に伴う配管・配線及び配線器具取付の一切を
施工する。
履行期限　　契約締結の翌日から平成３０年３月９日まで
最低制限価格　１３，３５７，８２２円（税抜き）
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発注公告・一般競争入札 

杉並区公告契約第 2017-01044 号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の６の規定に基づき 

一般競争入札の執行について次のように定めたので公告する。 

  平成２９年１１月１３日 

杉並区長 田中 良 

件 名 荻窪小学校外１校蓄電設備設置工事 

業 種 電気工事 

履 行 場 所 杉並区宮前二丁目１３番１８号外１箇所 

履 行 期 間 契約締結の翌日から平成３０年３月９日まで 

概 要 (1) 幹線動力設備工事 

 パワーコンディショナーから切替盤および蓄電池までの配管・配線工事を行う。 

(2) 蓄電設備工事 

 蓄電池の設置工事を行う。 

(3) 電灯・コンセント設備工事 

 職員室および屋内体育館の LED 照明器具・コンセント設置、また、器具設置工事に

伴う配管・配線及び配線器具取付の一切を施工する。 

予 定 価 格 １５，０７０，０００円（税抜額） 

発 注 方 法 単体発注 

入 札 参 加 資 格 条 件 １ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令 16 号）第 167 条の４の規定に該当していな

いこと。 

２ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱に基づく指名停止期間中で

ないこと。 

３ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置期間中で

ないこと。 

４ 東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格者名簿に登録さ

れた杉並区内の業者（杉並区内に本店を有する者又は、杉並区内に代理人を置

き、支店・支社・営業所を有する者で区内業者の認定を受けた者）で、次の条

件をすべて満たす業者であること。 

ア、申請自治体として「杉並区」に登録があること。 

イ、申請業種「電気工事」に登録のあること。 

ウ、東京電子自治体共同格付「電気工事」Ｃ級以上を有すること。 

エ、引き続き２年以上当該業種の営業を営んでいること。 

５ 入札参加申込件数は、同日公告の以下の案件と、本件のうち１件までとする。 

２件申し込みを行った場合は、一般競争入札参加資格確認申請の提出順に有効と

し、２件目の申請は無効とする。 

「天沼小学校外１校蓄電設備設置工事」 

「高井戸小学校外１校蓄電設備設置工事」 

入 札 の 無 効  ・公告に示した競争入札に参加する資格がない者のした入札。 

・競争入札参加者心得に違反した入札。 
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・入札参加資格のあることを確認された者であっても、開札時において競争入札参加

資格のない者のした入札。 

希 望 申 請 方 法  電子調達サービスにより申し込むこと。 

希望申請書提出期間 ・平成２９年１１月１３日（月）午前９時から平成２９年１１月１５日（水）午後３

時まで（締切時間を過ぎてからの申し込みは受付できない。） 

入札参加資格の決定 入札参加資格審査は、平成２９年１１月１６日（木）に適否を決定するので、電子調

達サービスで確認すること。 

図面・仕様書等の配布 入札参加資格確認結果通知書受領後、電子調達サービス業務メニュー「発注図書等受

領」から入手すること。 

質 問 の 方 法  ・図面・仕様書等に対する質問は電子調達サービスにより提出すること。 

・受付期間は、入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年１１月２１日

（火）午前１１時までとする。 

回 答 の 方 法  ・電子調達サービスによる。 

・閲覧時期は平成２９年１１月２２日（水）午後１時からとする。 

入 札 期 間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年１１月２７日（月）午後５時ま

で（締切時間を過ぎてからの入札書は受理できない。） 

入 札 方 法 電子調達サービスによる。 

注：入札金額は、契約希望金額の 108 分の 100 に相当する金額を入力すること。 

積 算 内 訳 書 の 提 出 ・入札時（初回のみ）には配布する「工事費内訳書」を使用し、電子調達サービスに

より添付すること。 

・落札者は詳細な積算内訳書を提出する。（積算内訳書の様式は任意とする） 

開 札 日 時 平成２９年１１月２８日（火）午前１０時２０分 

開 札 場 所 電子調達サービス 

入 札 回 数 １回 （再度入札は行わない） 

落 札 通 知 ・落札者には電子調達サービスにて開札日時以降に通知する。 

・落札通知を受けた者は、通知を受けた翌日から３営業日以内に、経理課契約担当ま

で来庁すること。 

最 低 制 限 価 格  設定する。 

低入札価格調査制度 適用しない。 

入 札 保 証 金  免除 

契 約 保 証 金  必要となる場合がある。 

そ の 他 １ 契約締結期限 落札の日から５日以内 

２ 契約担当者  杉並区経理課長 白井 教之 

３ 前払い及び中間前払い  有 

４ 部分払い        無し 

５ 準拠規定   杉並区契約事務規則 

６ 現場代理人の他工事との兼任を一部認める措置 

本件は、契約条項第１１条第２項の規定にかかわらず、現場代理人の他の工事と

の兼任を認める。 

なお、本工事と兼任できる工事の件数は、本件を含め、以下の条件全てに該当し、
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３件までとする（現在履行中のものも含む）。 

(1) 杉並区発注の工事であること 

(2) 契約金額（単価契約の場合は発注見込み額）が 3,500 万円未満であること 

(3) 履行場所が杉並区内であること 

(4) 現場代理人は常に携帯電話等で連絡がとれること 

(5) 杉並区以外が発注する工事と兼任しないこと 

７ 契約書は積算内訳書（様式は任意）を提出した後に交付する。 

８ 平成２９年３月公共工事設計労務単価適用案件である。 

９ 契約書条項、その他不明な点については、経理課契約担当にお問い合わせくださ

い。電話０３－５３０７－０６１２ 
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入札見積経過調書

案件番号 2017-00657 件名

内部発注番号 4295000112
済美小学校特別支援教室内装改修工事入札見積締切日時 2017年6月14日 17時00分

開札日時 2017年6月15日 10時22分

予定価格 4,874,040円

最低制限価格 非公表

履行場所 東京都杉並区堀ノ内一丁目１７番２４号

業種 0700 建築工事

入札方式 02 指名競争入札

落札者 商号又は名称 松木建設株式会社

所在地 東京都杉並区宮前一丁目7番7号

落札金額 4,500,000円

No 商号又は名称 第１回 備考

1 松木建設株式会社 4,500,000円 落札率　99.7％

2 株式会社印南建設

辞退

3 株式会社大島建設

辞退

4 建和建設株式会社

辞退

5 林テクノス株式会社

辞退

6 有限会社蓮沼工務店

辞退

7 友伸建設株式会社

無効

備考 工事概要
○特別支援教室内の浴室・脱衣室・洗面室を教室に改修する。
１　仮設工事
２　撤去工事
３　改修工事
４　発生材積込・運搬・処分　一式
５　電気設備工事　一式
６　機械設備工事　一式
ほか　
履行期限　契約締結の翌日から平成２９年８月３０日まで　
指名理由
以下の指名条件により７社指名
①杉並区の該当業種に登録のある区内業者である。
②東京電子自治体共同格付を有する。
③官公庁工事の実績を有する。
④指名及び受注機会の均等。
本件の最低制限価格　３，９７４，６１９円（税抜き）

資料１１－9

okada-yoshitaka
テキストボックス
予定価格（円）　４，５１３，０００（税抜）　４，８７４，０４０（税込）落札率　９９．７％ 



 

入札見積経過調書

案件番号 2017-01005 件名

内部発注番号 4295000297
成田児童館給水管改修工事入札見積締切日時 2017年11月13日 17時00分

開札日時 2017年11月14日 10時27分

予定価格 2,150,280円

最低制限価格 非公表

履行場所 東京都杉並区杉並区成田東二丁目１６番５号

業種 0900 給排水衛生工事

入札方式 02 指名競争入札

落札者 商号又は名称 ライト工業株式会社

所在地 東京都杉並区和泉四丁目１５番３号

落札金額 1,990,000円

No 商号又は名称 第１回 備考

1 ライト工業株式会社 1,990,000円 落札率　99.9％

2 古川工業株式会社

辞退

3 北栄水建株式会社

辞退

4 ミナト矢崎サービス株式会社

辞退

5 新開工業株式会社

辞退

6 株式会社丸直

辞退

備考 履行期限　契約締結の翌日から平成２９年１２月２０日まで
本件の最低制限価格　１，７５６，９７０円(税抜き）
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okada-yoshitaka
テキストボックス
予定価格（円）　１，９９１，０００（税抜）　２，１５０，２８０（税込）落札率　９９.９％ 



【委託審議案件】
〈赤字は非公表〉

一般競争入札 小数点第2位を切捨て ★印　区外業者

番
号

入札年
月日

契約番号 契約件名 業種
業
者
数

区
内

区
外

応札 辞退 不参 無効
税込予定価

格
落札価格 契約金額

落札率
（％）

落札業者
区
外

参考
資料

1 2月28日 4293000081
下高井戸おおぞら公園維持管理業
務委託（長期継続契約）

道路・公
園管理

15 15 0 1 9 4 1 年額 非公表 非公表 26,620,000 28,749,600 非公表
㈱ジンダイ杉
並支店

資料13-1

指名競争入札 小数点第2位を切捨て ★印　区外業者

番
号

入札年
月日

契約番号 契約件名 業種
業
者
数

区
内

区
外

応札 辞退 不参 無効
税込予定価

格
落札価格 契約金額

落札率
（％）

落札業者
区
外

参考
資料

2 3月8日 4293000752
西田小学校外１２施設電気設備保
安保守点検業務委託

電気・暖
冷房等設
備保守

12 1 11 0 10 2 非公表 非公表 4,737,400 5,116,392 非公表

荻窪電気管理
有限責任事業
組合

資料13-5

見積競争 小数点第2位を切捨て ★印区外業者

番
号

入札年
月日

契約番号 契約件名 業種
業
者
数

区
内

区
外

応札 辞退 不参 無効
税込予定価

格
落札価格 契約金額

落札率
（％）

落札業者
区
外

参考
資料

3 2月8日 4293000053
杉並区立なのはな生活園給食調理
業務委託（単価契約）

病院給
食・学校
給食

12 0 12 7 5 予定総価 非公表 非公表 13,721,700 14,819,436 非公表 14,819,436
株式会社東京
天竜

★ 資料13-1

【物品審議案件】

一般競争入札 単位＝円 小数点第2位を切捨て ★印　区外業者

番
号

入札年
月日

契約番号 契　　約　　件　　名 業種
業
者
数

区
内

区
外

応札 辞退 不参 無効
税込み予定

価格
落札価格 契約金額

落札率
（％）

落札業者
区
外

参考
資料

1 8月7日 4291000105 ソフトウェアの購入

事務機
器・情報
処理用機

器

4 1 3 2 2 非公表 非公表 22,731,240 24,549,739 非公表
㈱ライオン事務
器東京本店

★ 資料13-8

税抜予定価格 発注見込額

税抜き予定価格 発注見込額

資料１２

単位＝円

税抜予定価格 発注見込額

単位＝円

単位＝円

税抜予定価格 発注見込額



 

入札見積経過調書

案件番号 2017-00016 件名

内部発注番号 4293000081
下高井戸おおぞら公園維持管理業務委託（長期

継続契約）
入札見積締切日時 2017年2月27日 17時00分

開札日時 2017年2月28日 14時09分

予定価格 非公表

最低制限価格 非公表

履行場所 東京都杉並区下高井戸二丁目２８番２３号

営業種目１ 110 道路・公園管理 取扱品目 03 河川・公園清掃

05 除草・草刈

00  

入札方式 01 一般競争入札

落札者 商号又は名称 株式会社ジンダイ 杉並支店

所在地 東京都杉並区阿佐谷南一丁目１５番５号

落札金額

No 商号又は名称 第１回 第２回 備考

1 株式会社ジンダイ 杉並支店 27,000,000円 26,900,000円 減価交渉結果26,620,000円

2 協和産業株式会社 27,300,000円

辞退

3 箱根植木株式会社 27,500,000円

辞退

4 株式会社オーチュー 杉並支店 27,400,000円

辞退

5 ニッセイファシリティ株式会社 27,880,000円

辞退

6 有限会社グランドサービス 杉並営業所 27,350,000円

辞退

7 日本環境衛生株式会社 27,600,000円

辞退

8 株式会社オリエントサービス 27,450,000円

辞退

9 株式会社大場造園 27,600,000円

辞退

10 中高年事業団やまて企業組合 杉並支店 27,550,000円

辞退

11 株式会社勇和造園

辞退 ＊＊

12 東京企業株式会社

辞退 ＊＊

13 株式会社エベサービス

辞退 ＊＊

14 株式会社町田トレーディング

辞退 ＊＊

15 有限会社ハイライフ

不参 ＊＊

備考 ○入札の結果、何れも予定価格を超過したため、第２回迄入札に付したが落札に至らないので地方自治法施行令第１６７条
の２第１項第８号に基づき最低価格提示者と減価交渉の結果、随意契約を締結します。
○契約金額（年額）　備考記載の金額に消費税及び地方消費税相当分を加算した額
○履行期間　平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日まで
○契約番号　内部発注番号

資料１３－1

OKADA-YOSHITAKA
タイプライターテキスト
資料　13

OKADA-YOSHITAKA
タイプライターテキスト

OKADA-YOSHITAKA
タイプライターテキスト

okada-yoshitaka
テキストボックス
予定価格（円）　非公表



発注公告・一般競争入札 

杉並区公告契約第 2017－00016号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定に基づき、一般競争入札の執行に

ついて、次のように定めたので公告する。 

平成２９年２月８日 

杉並区長 田中 良 

件      名 下高井戸おおぞら公園維持管理業務委託（長期継続契約） 

業  種（営業種目） 道路・公園管理 取扱品目「河川・公園清掃」「除草・草刈」 

履行場所（納入場所） 杉並区下高井戸二丁目２８番２３号 

履行期間（納入期限） 平成２９年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

概      要 

施 設  

公園面積  ３０，４１６．５５㎡ 

事務所   ５６９．０１㎡（災害備蓄倉庫のぞく） 

便所棟   ９．８３㎡ 

非常用発電設備、井戸施設、水景施設、その他 

 

１ 公園の管理運営 ２ 巡回・利用指導 ３ 公園の維持管理 ４ 事務所の維持

管理 ５ 廃棄物処理 ６ 災害初期の夜間を含む避難誘導 

参 加 資 格 条 件 

１ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令 16 号）第 167 条の４の規定に該当し

ていないこと。 

２ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱に基づく指名停止期

間中でないこと。 

３ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置期

間中でないこと。 

４ 東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格者名簿に

登載された区内業者（杉並区内に本店を有するもの又は平成 29 年１月１日

現在、区内業者扱い申出書を提出し「区内業者」と認定された者）で、次の

アからウの条件をすべて満たす業者であること。 

ア、申請自治体として「杉並区」に登録があること。 

イ、営業種目「道路・公園管理」 取扱品目「河川・公園清掃」「除草・草刈」

に登録のあること。 

ウ、公告日現在、東京電子自治体共同運営電子調達サービス「道路・公園管理」

の格付けが、Ｃ級以上であること。 

５ 公告日以前引き続き２年以上、当該営業種目の営業をしていること。 

６ 事業協同組合で入札に参加する場合には、当該組合の組合員は単独での入札参 

加はできない。 

入 札 の 無 効  

・公告に示した競争入札に参加する資格がない者のした入札。 

・競争入札参加者心得に違反した入札。 

・入札参加資格のあることを確認されたものであっても、開札時において競争入札参

加資格のない者のした入札。 

希 望 申 請 方 法 電子調達サービスによる。 

希 望 申 請 書  

提 出 期 間 

平成２９年２月８日（水）から平成２９年２月１０日（金）午後３時まで 

（締め切り時間を過ぎてからの申し込みは受付できない。） 

入札参加資格の決定 
入札参加資格審査は、平成２９年２月１３日（月）に適否を決定するので、電子調達

システムで確認すること。（入札参加資格確認結果通知書） 

図面・仕様書等 

の 入 手 方 法  

平成２９年２月１３日（月）から、参加資格を確認された者は、電子調達システムか

らダウンロードできる。 

資料１３－2



質 問 の 方 法  

発注された仕様内容に関する質問は、電子調達システムにより提出すること。 

受付期間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年２月１６日（木） 

午後３時まで 

回 答 の 方 法  
電子調達システムによる。 

閲覧日時 平成２９年２月２０日（月）９時から 

入 札 期 間 
入札参加資格確認結果通知書受領の日から 平成２９年２月２７日（月）午後５時ま

で（締め切り時間を過ぎてからの入札書は受理できない） 

入 札 方 法 

電子調達システムによる。 

入札金額は年額とし、見積もる金額の１０８分の１００に相当する金額を入力するこ

と。なお、長期継続契約の入札金額は、別紙「平成29年度 長期継続契約に係る入札

方法及び契約書等について」を参照すること。 

開 札 日 時 平成２９年２月２８日（火）午前９時００分 

開 札 場 所 電子調達システム 

入 札 回 数 
２回まで（初回の入札で落札されない場合には、別途指示を行うが、再入札の開札は

開札日の午後２時以降に行う予定である。） 

落 札 通 知 

落札者には電子調達システムにて開札日時以降に通知する。 

落札通知を受けた者は、通知を受けた翌日から２営業日以内に経理課契約担当まで、

契約書類一式の交付を受けるため来庁すること。 

最 低 制 限 価 格 設定する。 

入 札 保 証 金  納付免除 

契 約 保 証 金  必要な場合がある。 

積算内訳書の提出 
入札に係る積算内訳書（総括及び人件費を含む費目別内訳）を提出しなければ契約書

類一式は交付できない。（様式は任意とする。） 

留 意 事 項 

１ 契約締結期限  平成２９年４月１日 

２ 契約担当者   杉並区経理課長 

３ 前払い金    なし 

４ 準拠規定    杉並区契約事務規則 

５ 契約書     標準契約書 

６ その他     本件は平成２９年度予算案が区議会にて成立した場合に契約を

締結します。 

７ 連 絡 先   入札･契約に関する質問は、杉並区総務部経理課契約担当 

電話 ０３-５３０７-０６１２ 
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入札見積経過調書

案件番号 2017-00370 件名

内部発注番号 4293000752
西田小学校外１２施設電気設備保安保守点検業

務委託
入札見積締切日時 2017年3月8日 9時00分

開札日時 2017年3月8日 14時17分

予定価格 非公表

最低制限価格 非公表

履行場所 別紙仕様書のとおり

営業種目１ 104 電気・暖冷房等設備保守 取扱品目 01 電気

00  

00  

入札方式 02 指名競争入札

落札者 商号又は名称

所在地

落札金額

No 商号又は名称 第１回 第２回 備考

1 一般財団法人関東電気保安協会 東京北事業
本部

8,486,400円

辞退

2 東芝電機サービス株式会社 東京営業本部

辞退 ＊＊

3 株式会社日本電力サービス

辞退 ＊＊

4 株式会社関東電気自主検査協会

辞退 ＊＊

5 株式会社八興

辞退 ＊＊

6 株式会社ＴＫテクノサービス

辞退 ＊＊

7 電気保安管理協同組合

辞退 ＊＊

8 山田電気管理事務所

辞退 ＊＊

9 株式会社明電エンジニアリング

辞退 ＊＊

10 株式会社荻窪電気管理事務所

辞退 ＊＊

11 株式会社ＮＴＴファシリティーズ中央

不参 ＊＊

12 全電協株式会社

不参 ＊＊

備考 入札の結果、何れも予定価格を超過したため、第２回迄入札に付したが、入札者が辞退し競争性がなくなったため、地方自
治法施行令第１６７条の２第１項第８号に基づき、随意契約を締結します。
 
契約の相手方：荻窪電気管理有限責任事業組合
　　　　　　　（杉並区清水１丁目１４番３－９０１号）
契約金額：5,116,392円（税込）

資料１３－4

okada-yoshitaka
テキストボックス
予定価格（円）　非公表



 

入札見積経過調書

案件番号 2017-00110 件名

内部発注番号
杉並区立なのはな生活園給食調理業務委託（単

価契約）
入札見積締切日時 2017年2月7日 17時00分

開札日時 2017年2月8日 10時50分

予定価格 非公表

最低制限価格 非公表

履行場所 別紙仕様書のとおり

営業種目１ 119 病院給食・学校給食 取扱品目 00  

00  

00  

入札方式 04 随意契約（見積競争）

落札者 商号又は名称 株式会社東京天竜

所在地 東京都文京区本郷一丁目２８番１０号

落札金額 13,721,700円

No 商号又は名称 第１回 備考

1 株式会社東京天竜 13,721,700円

2 葉隠勇進株式会社 東京本社 14,290,500円

3 東都給食株式会社 14,459,700円

4 日本給食株式会社 14,519,700円

5 株式会社メフォス 14,591,500円

6 株式会社レパスト 14,915,700円

7 株式会社レクトン 15,155,700円

8 株式会社スエヒロ

辞退

9 フジ産業株式会社

辞退

10 株式会社ＮＥＣライベックス

辞退

11 株式会社藤江

辞退

12 長谷川フードサービス株式会社

辞退

備考 ○本件は単価×予定数量の合計額により見積競争を行いました。
○最低価格提示者と単価調整後随意契約します。
○契約番号　第4293000053号
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入札見積経過調書

案件番号 2017-00772 件名

内部発注番号 4291000105
ソフトウェアの購入入札見積締切日時 2017年8月4日 17時00分

開札日時 2017年8月7日 10時38分

予定価格 非公表

最低制限価格 非公表

履行場所 杉並区立小、中、小中一貫、特別支援学校64校　外3所

営業種目１ 002 事務機器・情報処理用機器 取扱品目 10 パッケージソフトウェア

00  

00  

入札方式 01 一般競争入札

落札者 商号又は名称 株式会社ライオン事務器 東京本店

所在地 東京都中央区東日本橋二丁目２４番１４号日本橋イーストビル　８階

落札金額 22,731,240円

No 商号又は名称 第１回 備考

1 株式会社ライオン事務器 東京本店 22,731,240円 中央区

2 日本コムシス株式会社 23,302,590円 品川区

3 インターネットウェア株式会社 中央区

辞退

4 和泉ビジネス・マシン株式会社

辞退

備考 契約番号　内部発注番号
契約金額　落札金額に消費税及び地方消費税相当分を加算した額
履行期間　契約締結の翌日から平成29年8月31日まで
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発注公告・一般競争入札 

杉並区公告契約第 2017－00772号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定に基づき、一般競争入札の執行に

ついて、次のように定めたので公告する。 

平成２９年７月１９日 

杉並区長 田中 良 

件       名 ソフトウェアの購入 

業  種（取扱品目） 事務機器・情報処理用機器（パッケージソフト） 

履行場所（納入場所） 杉並区立小、中学校及び特別支援学校 64校外 3所 

履行期間（納入期限） 契約締結の翌日から平成２９年 ８月３１日まで 

概       要 

 

項番 製  品 数 量 

1 

Microsoft 社 
 Microsoft Volume Licensing Enrollment for 
Education Solutions (EES) 
Desktop Education(Core CAL 付） 

 更新 1 年分 

Full Time 
Equivalent 
(FTE) 

2,009 式 

2 

Microsoft 社 
 Microsoft Volume Licensing Enrollment for 
Education Solutions (EES) 
WindowsRightsMgtServicesCAL WinNT AllLng 

License SoftwareAssur 
ancePack MVL 1License DvcCAL 

 更新 1 年分 

Full Time 
Equivalent 
(FTE) 

2,009 式 

3 

Microsoft 社 
 Microsoft Office Standard 2016 アカデミックオ
ープンライセンス 
 

20 式 

4 

トレンドマイクロ社 
 Client/Server Suite エデュケーションパック 
Plus 
更新 1年分 

24 校分 

5 

トレンドマイクロ社 
 Client/Server Suite エデュケーションパック 
Plus 
新規 1年分 

40 校分 

6 
トレンドマイクロ社 
 Client/Server Suite アカデミック 
更新 1年分 

23 式 

7 
トレンドマイクロ社 
 Server Protection For Windows アカデミック 
更新 1年分 

10 式 

参 加 資 格 条 件 

１ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当

していないこと。 

２ 杉並区競争入札参加有資格者指名停止に関する要綱に基づく指名停止

期間中でないこと。 

３ 杉並区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外措置

期間中でないこと。 

４ 東京電子自治体共同運営電子調達サービスの競争入札参加資格者名簿
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に登載された業者で、申請自治体が「杉並区」、営業種目「事務機器・情

報処理用機器」、取扱品目「パッケージソフトウェア」に登録のある業者

であること。 

５ 引き続き２年以上、当該業種の営業を営んでいること。 

６ 区内事業者（杉並区内に本店を有する者、又は杉並区内に代理人を置き、

支店・支社・営業所を有する者で、杉並区が区内事業者と認定した者）の

参加資格 

東京電子自治体共同格付「営業種目：事務機器・情報処理用機器」Ｃ級

以上を有すること。 

７ 区外事業者の参加資格 

東京電子自治体共同格付「営業種目：事務機器・情報処理用機器」Ａ級

を有すること。 

入 札 の 無 効 

・公告に示した競争入札に参加する資格がない者のした入札 

・競争入札参加者心得に違反した入札 

・入札参加資格のあることを確認されたものであっても、開札時において競争入札

参加資格のない者のした入札 

希 望 申 請 方 法 電子調達システムにより申し込む。 

希 望 申 請 書 

提 出 期 間 

平成２９年７月１９日（水）から平成２９年７月２１日（金）午後３時まで 

（締め切り時間を過ぎてからの申し込みは受付できない。） 

入札参加資格の決定 
入札参加資格は、平成２９年７月２４日（月）に適否を決定するので、電子調達シ

ステムで確認すること。（入札参加資格確認結果通知書） 

図面・仕様書等 

の 入 手 方 法 

平成２９年７月２４日（月）から、参加資格を確認された者は、電子調達システム

からダウンロードできる。 

質 問 の 方 法 

仕様書等に関する質問は、電子調達システムにより提出すること。 

受付期間 入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年７月２７日（木） 

 午後３時まで 

回 答 の 方 法 
電子調達システムによる。 

閲覧日時  平成２９年７月３１日（月）午前１０時から 

入 札 期 間 
入札参加資格確認結果通知書受領の日から平成２９年８月４日（金）午後５時まで

（締め切り時間を過ぎてからの入札書は受理できない。） 

入 札 方 法 
電子調達システムによる。 

入札金額は、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金額を入力すること。 

開 札 日 時 平成２９年８月７日（月） 午前１０時３０分 

開 札 場 所 電子調達システム 

入 札 回 数 
２回まで（初回の入札で落札されない場合には、別途指示を行うが、再入札の開札は、 

平成２９年８月７日（月）午後２時以降に行う予定である。） 

落 札 通 知 

落札者には、電子調達システムにて開札日時以降に通知する。 

落札通知を受けた者は、通知を受けた後３営業日以内に経理課契約担当まで、契約書

類一式の交付を受けるため来庁すること。 

最 低 制 限 価 格 設定しない。 
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低入札価格調査制度 適用しない。 

入 札 保 証 金 納付免除 

契 約 保 証 金 必要な場合がある。 

積算内訳書の提出 契約書に添付する。 

留 意 事 項 

１ 契約締結期限  落札の日から５日以内とする。 

２ 契約担当者  杉並区副区長 宇賀神 雅彦 

３ 前 払 い 金  なし 

４ 準 拠 規 定  杉並区契約事務規則 

５ 契 約 書  標準契約書 

６ 連 絡 先  入札・契約に関する質問は、杉並区総務部経理課 

契約担当 電話 03-5307-0612 
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